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アメリカ政治の「変容」と政治学(1 ) 

川人貞史
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1 J干 大統領選挙と政治分析

1960年代及び 1970年代におけるアメリカの政治状況が 1950年代に

おけるそれとは大きく変化したという認識は，アメリカのジャーナリズ

ム及び研究者の問で共通のものとなっている。確かに，アイゼンハウア

一大統領が公職を退いた後. 20 ij三足らずの聞に 5人の大統領が登場し

たことは驚くべきことである。しかも，そのうちの 4人は任期半ばで凶
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アメリカ政治の「変容」と政治学凶

弾に倒れたり，不本意な辞め方をさせられている。アイゼンハウアーの

「静かな 50年代J(the tranqui1 fifties)が終わった途端に，アメリカは

「激動の 60年代J(the turbulent sixties)を迎えたのである。

アイゼンハウアーの時代はまさに「静かな50年代」であった。「腐

敗，朝鮮戦争，共産主義J(Corruption， Korea， and Communism)の党

を20年ぶりに政権から追い出して誕生したアイゼンハウア一政権は，

朝鮮戦争を終結させ，そのまま冷戦に突入していった。国内では，マッ

カーシズムが吹き荒れ，市民は固く沈黙を守らざるをえなかった。他方

で，アメリカ経済は共和党政権の下で繁栄を謡歌したのである。「アイ・

ライク・アイク」 とL、う 1956年の大統領選挙のスローガンは， この時

代の政治的雰囲気をよく伝えている。アイゼンハウアーの個人的人気は

圧倒的であり，重要な政治的イシューは存在しなかった。

1960年代はケネディとニクソンの「大いなる討論J(the Great De-

bates)で始まった。これは「激動の 60年代」の幕開けというよりも，選

挙戦のメディアとしてのテレビの登場という意味の方が大きし、。明確な

イシューの対立があったわけて、なく，むしろ，ケネディのカソリシズム

が選挙においてかなり重要な影響を及ぼしたと考えられる。しかし，そ

の後， 1962年頃からの公民権運動の活発化， 1963年のケネディ踏殺，

1964年の公民権法の成立， そして同年のいわゆる「トンキン湾決議」

と，アメリカ政治は激動の時代へと突入していくのである。

1964年の選挙は， r偉大な社会」のスローガンを掲げるジョンソンと，

「エコーではなく選択を !J と訴えるゴーノレドウォーターによって争わ

れた。ゴールドウォーターの立候補指名はそれ自体興味深い問題である

が.ともかく，彼はあまりに保守的なイデオロギーを唱えたため，共和

党支持者からも大量の支持を失って惨敗した。彼のスローガン， “In 

your heart you know he's right."は， "In your heart you know he's 

right-far right." と榔撤されたので、ある。そして， r地すベり的勝利」

(Landslide victory)を得たジョンソンは，国民的合意があると信じて，
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一一日間 耐己

ヴィエトナム戦争を拡大していった。このヴィエトナムと人種問題は，

1960年代におけるもっとも重要なイシューとなった。一方で， 反戦運

動，大学紛争，黒人暴動など社会秩序を揺るがす問題が全米に波及し，

他方，文化の側面において， ヒッピー，フラワー・ムーヴメント，マリ

ファナやLSDの流行，性革命など，伝統的なアメリカ的生活様式に反

発する対抗文化 (Countercu lture)が生成した。当然のことながら，これ

らに対抗して右翼の側からは反動的な巻き返しの動きも起こった。

このような状況の中で行なわれた 1968年の選挙は， 三人の有力候補

者が争う特異な選挙であった。 ウォラスは第三党候補としては 1924年

以来の大量得票を果たした。そして，ゲィエトナムの失敗のイメージが

つきまとうジョンソン政権の副大統領であったハンフリーは，名誉ある

撤退を訴えるニクソンに敗れることとなった。新しく誕生したニクソン

政権はヴィエトナムからの離脱をはかるが，遅々として進まな L、。他

方，アメリカの経済状況は悪化して，インプレーションが進行した。ア

メリカ製品の国際競争力も弱まり， 1970年に経済収支はついに赤字に

転落した。こうして，内政にさしたる業績をあげることのできないニク

ソンは， 1971年夏， ドルの切り下げを行なうとともに， 中国訪問の予

定を明らかにして外交で得点を稼ぐのである。

1972年に民主党は， 党内最左翼のマクカヴァンを指名して， ニクソ

ンと大統領選挙を戦った。「恩赦，麻薬，堕胎J(Amnesty， Acid， and 

Abortion) というスローガンが象徴的に示しているように， この選挙で

はいわゆる社会的イシューが重要な意味をもった。マクガヴァンは結局

その統治能力が疑われて，民主党支持者からも大量に支持を失い，ニク

ソンの大勝となった。しかし，この選挙に端を発した大統領の犯罪は，

60年代後半から徐々に高まっていた国民の政治不信を一挙に高めるこ

ととなった。このウォーターゲート事件の結果，アメリカ史上で初めて

の選挙によらない大統領が誕生した。この間，アメリカの不況はますま

す深刻なものとなり，そのため，社会的イシューに代わって再び経済的
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アメリカ政治の「変容Jと政治学 (1) 

イシューが国民の重大な関心を集めるようになった。

1976年の選挙で民主党は無名のアウトサイダーであったカーターを

候補者に指名し， 再び政権を取り戻した。 フォードt主， 1932年以来初

めて，選挙で敗れた現職大統領となった。そして，アメリカは忌わしい

時代を少しでも早く忘れ去ろうとしているかのようである。

さて， 大統領選挙は数多くの研究者の関心を集めている。それは，
ッー

に4

の選挙がもっとも強大な権力をもっ公職者を選出するからである。 こι〉

大統領選挙の分析においてもっとも大きな貢献をしたのは， ミシカン大

学サーヴェイ・リサーチ・センター (SurveyResearch Center， SRC)の

世論調査データであろう。位論調査に基づく数量的分析は， 行動科学の

中心的担い手として，著しい発展を遂げている。 SRCの研究者たちは，

彼らの世論調査データに基づいて数々の分析を行なった。 それは， b.、-， 

日のアメリカにおける選挙研究の基本的枠組を設定したという点で画

期的なものであった。また，彼らは， Inter-University Consortium for 

Political Research (ICPR) を通じて SRCデータを多くの研究者たち

に公開した。このため，今日のアメリカ政治学において，選挙研究は中

心的な関心を集める分野のーっとなっている。 1960年代及び1970年代

における大統領選挙の流動化を考えるとき， SRC データ及びその他の

世論調査データは， アメリカ政治の変容の内容を詳細に検討するために

E宣要なものであろう O そして， このような時系列データをもとにして，

アメリカ政治の「変容」を分析した論文は，膨大な数にのぼっている。

こうした政治「変容」分析を素材として， アメリカ政治学における近年

の動向を概観するのが，本稿の主題である。

過去20年間のアメリカにおける選挙研究を概観するためには， し、く

つかのアプローチが考えられる。本稿では第一に，研究史における主要

な論点をできる限り詳細に追跡し，研究の発展及び論争を紹介すること

にする。第二に，研究にとりあげられたアメリカ政治の「変容」の具体

的内容に特に焦点をあてる。
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論説

本稿は六章からなる。 この序に引き続き， IIでアメリカの選挙研究

の、基準、となった SRCの諸研究について概観する。 SRCの研究は，

政治システムの安定性を前提として，主要な二つのテーマを中心に進め

られている。すなわち， [""投票行動の決定因J(Determinants of vote)と

「有権者の特性J(Nature of the American electorate)である。 この研

究方向は， その後の選挙研究において受け継がれている。そこで， III 

で「投票行動の決定因」の研究のその後の展開を概観し， IVで「有権

者の特性」の変容に関する研究を扱う O そして， Vにおいて，システム

白体の変容過程に関する研究を概観する。最後に VIで若干の結論を述

べる。

II アメリカン・ヴォーター

ミシガン大学のサーヴェイ・リサーチ・センターは1948年から 4年

あるいは2年の間隔で選挙に関する世論調査を行ない，アメリカの選挙

分析の中心的機関として活動している。その代表的な研究者， Angus 

Campbell， Philip E. Converse， Warren E. Miller， Donald E. Stokesは

1952年及び 1956年の大統領選挙に関する SRCデータをもとに“The

American Voter"を著わした1)。本警はアメリカにおける選挙研究で最

初の包括的な研究であり，その後の選挙研究に決定的な方向を示し基準

を与えたという意味では「パラダイム」的な業績である2)。キー (V.O. 

Key， Jr.)の言葉を借りれば，本書は，世論調査によって「政治的に重要

なJ(politically relevant)問題を扱った最初の記念碑的な業績であるめ。

キャンベルらは，その後も種々の学術雑誌に SRCデーターに基づく研

究を発表し， その多くは“Electionsand the Political Order"に収め

られ，彼らの第二番目の主要な著作となった心。

この章では， J:述の二つの業績を中心に， SRCの選挙研究の理論的

枠組についてまず概観し， 次いで主要な分析方法と発見について述べ

る。彼らの研究は，アメリカの選挙研究のあり方に決定的な影響を与え
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アメリカ政治の「変容」と政治学 (1) 

てきた。彼らの理論的枠組がもっと違ったものであったならば，その後

のアメリカの選挙研究は様相の異なったものになっていたであろう。

SRCの研究には欠陥がないわけではなL、。その意味では， 彼らの業績

は功罪相半ばするものである。本章の最後で¥これについて述べる。

II-l 理論的枠組

SRCの選挙研究は行動科学革命を抜きにしては語れなし、。ある意味

では，世論調査に基づく彼らの研究は，行動科学革命の頂点の位置を占

めている。大量の資金を投入し，一定の手続に従い有権者の母集団から

サンプリングを行ない，インタヴューを行ない，得られたデータを高速

コンピュータによって分析するということが，一つの大きな研究事業と

して確立したのである。ここに科学としての政治学がもっとも尖鋭な形

で実現されている。我々は行動科学が，もっていたバイアスの故に厳し

く批判されたことを知っているめ。 しかし， 行動科学は 1950年代の知

的雰囲気にとって適切なものであった。行動科学革命は，イデオロギー

論争がナショナノレ・コンセンサスのために抑制されていた冷戦期におい

て起こった。他方で，高性能コンピュータ技術が発達し，量的データの大

量処理の可能性を開いていた。そして，大量データの集積方法はすでに

二つの社会学的業績によって示されていた (Stouffer，1949; Lazarsfeld 

et al.， 1948)6)。 このような状況を前にして， 政治学は規範的な問題よ

りも，実証的な量的データに基づく基礎研究を「価値自由」な分析方法

によって行なう道を選んだのである。

SRCがとった世論調査の方法は， これまでのこつの研究の伝統から

離脱するものであった。まず，それは，政治についてひじかけ椅子に座

りながら考察する (Armchairspeculation)とし、う伝統を廃して， 代表

性のあるサンプ。ル・データから行動の;規則性に関する仮説を提示したり。

トクヴィルやブライスといった天才的研究者による賢明で冷静な観察と

洞察に基づく伝統的方法は，現代技術の装備で身を固めた研究者たちの

方法にとってかわられた% また，世論調査による研究は選挙結果や諸
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論説

社会学的要因のアグリゲート・デ}タによる研究方法とも対照的であ

る。アグリゲート・データによる研究方法は現在においても重要なもの

であるが，エコロジカル・ファラシーの問題を含んでいるの。 この分野

における最も著名な学者であるキ}も晩年の著書において，個々人に関

する情報を集積するサンプル・サーヴェイが全体の市民に関する仮説の

検討に極めて有効であることを例証している (Key，1966)。

以上のように， SRCの研究は実証的なデータに基づいて人々の投票

行動に関する仮説を提示するようになったわけである。仮説の提示とデ

ータによる検証は，さらに，二つの理論的枠組によって導かれている。

第一は，投票行動について心理学的アプローチをとったことである。

これまでの研究は主として社会学的アプローチによるものであった。こ

れは， もっとも洗練された形態においては，ある社会の過去のある時期

において政治的社会的な分裂があったことを前提として，それが社会の

諸集団の政治行動にぬぐい去るこ左のできない特定の傾向を与えている

とし、う理論的立場をとる 10)。社会の諸集団はそれぞれの利益を代表する

政党と緊密に結びついており，したがって，個人の集団への加入状、況か

らその人の投票行動が予測できるとし、うわけである。投票の説明変数に

は，人種，経済的地位，居住地の都市化のレベル，エスニックな背景な

どが用いられる。 SRCの研究者たちは社会学的アプローチを次のよう

に批判している。第一に， r全人口における社会学的属性の分布はある

一定の期間にゆっくり変化する。しかし，全国の投票における重大な変

動は選挙の度毎に起こる。このような変動は，短期間では変化しない独

立変数によって説明することができないl1)oJ 第二に， 投票行動と社会

学的変数との因果関係を時系列において考える場合，両者の時間的距離

はかなり離れている。個人の社会学的属性は説明されるべき投票行動よ

りはるか以前に決定されている。また，社会学的属性はそれと政治行動

との関係が発見されて、政治化、する場合を除けば，政治的意味を持た

ない12)。したがって，社会学的変数の投票行動に対する説明力は低く，

北法31(1・372)372



アメリカ政治の「変容」と政治学 (1) 

重要性も低L、。第三に，社会学的変数による投票行動の説明は，しばし

ば体系的な説明に失敗している。社会学的命題として構成された相関関

係が数年で逆転したケースはいくつかある川。

この社会学的アプローチに代えて， SRCの研究者ーたちが提示した心

理学的アプローチについて概観しよう。一言でし、えば，このアプローチ

は，行動は個人の心理的諸力によって引き起こされるというものであ

る。この命題は，投票行動のコンテクストにおいては，投票行動は政党

や候補者に対する態度によって直接決定される， となる。このような態

度は，短期間で変動しやすし、。そして，投票行動はこの変動する態度に

よって極めてよく説明されるのである。心理学的アプローチが社会学的

アプローチより利点をもっているのは，この説明カである。社会学的ア

プローチにおいては，たとえば， i未熟練労働者の Xノミーセントは民主

党に投票するjという形の説明がなされる。これは，人の社会的属性が

その人の政治態度及び投票行動を決定してしまうという「社会的決定

論J(social determinism)1のであり， しかも，その説明率は高くなし、。

これに対して， 心理学的アプローチにおいては， たとえば，iある人は

共和党(民主党)やアイゼンハウアー(スティーブンソン)に対して好

意的(非好意的)な態度をもっているが故に，共和党に投票する」とい

う形で説明がなされる。そして，これは説明率という点ではるかに高い

のである。

SRCの研究者たちは， さらに，政治的対象に対する態度に先行し，

これらの態度形成に大きな影響力をもっ心理的な要因として，政党への

帰属感 (Partyidentification)を措定した。これまでの選挙研究において

は，常に同一政党に投票する現象 (standingdecision)の存在が明らかに

されていた1530 これは，政党に対する選好を投票行動の側面から捉えた

ものである。これに対して， SRCの研究者たちは， 政党との結びつき

を行動の変数としてではなく，心理的な帰属感として捉えたのである。

なぜなら，彼らの課題は，投票行動そのものを説明することであったか
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論説

らである。こうして，政党帰属は，正式の党員資格でも党組織との活動

面でのつながりでもなL、。それは心理的な帰属感であり，それだけでし

かなL、。それには，政党に一貫して投票していると L寸行動記録は伴わ

ない16ヲ。

SRCの研究者たちが社会学的アプローチを廃して心理学的アプロー

チをとったことは，政治学の尊厳を守ったことを意味していた。投票行

動に関する実証研究はこれまで社会学者によって行なわれていた。「ア

メリカソ・ヴォーター』の刊行によって，選挙研究は再び政治学の領域

となったのである 1730

SRCの研究者たちが明言している理論的枠組の第二は， 1"岡果関係の

ジョウゴ型構造J(Funnel of causality)とよばれるものである 1830 これ

は，投票と L、う決定行動を，それ以前の過去の様々な時点における諸変

数との因果関係によって説明するための概念枠組である。諸変数聞の因

果関係をジョウゴに轍えることでこつの点が明らかにされている。ま

ず，個人の投票決定は最終的に説明されるものとしてジョウゴの先端に

置かれる。ジョウゴの中心軸には時聞がとられ，諸変数は投票決定に時

間的に近いものから順に配置される。時聞が投票決定に近づくにつれて

各段階における説明されるべき変数の数は少なくなり，遠ざかるにつれ

て説明変数は多くなる。次に，ジョウゴを時間軸に垂直に切った断面は

同心円であり，そこには因果関係からみて同じ時間のレベルの諸変数が

配置されている。同心円の中心部分には投票決定にとって重要なもの，

投票者本人に関わるもの，政治的なものが配置され，周辺に行くに従っ

て重要でないもの，本人と関係のないもの，非政治的なものが配置され

る。『アメリカン・ヴォーター』の中で用いられている諸変数をこのジ

ョウゴにあてはめてみれば，まず，投票決定からもっとも遠いジョウゴ

の広い口の部分に社会集団への加入，経済的な要因，過去における事件

などがあり，これらが，政治的社会化の過程を通じて，政党帰属や政党

及び候補者に対する態度に影響を及ぼすことになる。そして，ジョウゴ
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の中心軸には，政党帰属→政治的対象に対する態度→投票という因果関

係が設定されている。このように因果関係を設定することにより，広範

な特殊性，散漫性を備えた多彩な政治的，社会的，経済的影響力を，投

票決定に至る各段階に影響を及ぼす要因として包括的に捉えることがで

きる。

しかしながら，この「因果関係のジョウゴ型構造」は研究のための仮

説を生みだすような理論ではなし、。『アメリカン・ヴォーター』の著者

たちはこれを理論の構造として措定しているが， もっとも厳しい批判を

引用すれば，これは「せいぜい投票という行為にあるものは近く，ある

ものは遠い諸影響力の聞に，階統的な序列をつくり上げるための便利な

工夫J19)にすぎなし、。事実，本書を読み進めばわかるように， r因果関

係のジョウゴ型構造」は各章で明らかにされる発見の内容より，多様な

調査分析の結果をいかにうまく読者に提示するかとL、う問題に関わって

いる。発見された変数聞の関連性は，当然のことのように因果関係にお

きかえられる。 SRCの研究者たちは， 理論の代わりに戦略をもってき

たので、ある20)。しかも， [f'アメリカン・ヴォーター』の中で展開されてい

る実証的分析の中には， r図案関係のジョウゴ型構造」とはまったく関
係のない仮説に基づいて行なわれているものもある2九

このように見てくると， SRCの研究者たちの理論的枠組は投票行動

の理論へと結実しているとは言い難し、。『アメリカン・ヴォーター』は，

投票行動に関する世論調査を心理学的アプローチによって分析した多様

な発見を， r因果関係のジョウゴ型構造J としづ戦略を用いて巧みにま

とめあけYこ書物で‘あるといえよう。

II-2 SRCの主要な分析と発見

SRCの研究は， 上述のように心理学的アプローチと「因果関係のジ

ョウゴ型構造」によって導かれている。我々はここで，アメリカの選挙

研究の出発点を確認するという意味で， SRCの研究を次の五点につい

て記述する。すなわち， (1)投票行動の決定因， (2)政党帰属， (3)大衆
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における信条体系の性格， (4)ノーマル・ウ、オート， (5)大統領選挙の分

類，である。

(1)投票行動の決定困

SRCの研究者たちは， 投票行動を二個ずつ二組で計四個の変数とし

て捉えている。第一に，個人の投票参加の決定 (decisionto vote)と選

挙の投票率 (voterturnout)である。第二に，個人の政党選択 (partisan

choice)と選挙結果 (partyvote division)である2230

政党選択及び選挙結果を分析するモデルは，ストーグスの Sixcom-

ponent modelである23)。これは，各選挙における二大政党及び二人の

大統領候補者に対する好悪を問う自由回答の設問2nを用いるものであ

る。それぞれの回答は5個まで記録されており， したがって，ー人の回

答者の田容は最高で20個ある。これを， (i)スティーブンソンの個人的

資質， (ii)アイゼンハウアーの個人的資質， (iii)社会集団の利益に関す

るもの， (iv)圏内政策のイシュー， (v)外交政策のイシュー， (vi)二政

党の統治実績に関するもの，の六つに分類し，

{(共和党に好意的な回答数)+ (民主党に非好意的な回答数)一(共和党

に非好意的な回答数)ー(民主党に好意的な回答数)} 

を計算する。 この六つのインデクスを独立変数とし， 個人の政党選択

(共和党を 1，民主党をOとする)を従属変数として，重回帰分析を行な

い， ウェイトを見るのである。 このモデルの説明率は約50ノミーセント

であり，満足すべき結果である2530

さて，回帰分析の結果の見方は，標準化回帰係数 (si)，標準化しない

回帰係数 (Bi)を検討するほかに，標準化しない回帰係数 (Bi)と対応す

る変数の平均値 (1'i)の積 (BiXi)を検討する場合がある。この最後の

見方は，各変数が投票選択に対しでもつ正味のウェイトを見る方法であ

る。この場合，推定された回帰式

Y=B1X1 +B2X2十…+B6X6+A

の変数のすべてに平均値を代入することになる。個人の投票選択 (Y)
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←ー親民主党 l 視共和党ー→
1952 

スティープンソンの悩人的資質

アイゼンハ男ーの例人的資質

亡二二二コ
亡竺告団内利益

二政党内統治実積

国内政策のイシュー

にこコ
外交政策のイシュー

P 
1956 

スティー7 ンソ:ンの個人的資質

アイゼンハウア「の個人的資質

社会集団内利益

二政党の統治実積

口
国内政策のインュー

外交J白一

Six component model 第1図の平均値は共和党の得票率である

選挙結果を六この方法は，から，

つの要素と定数項の和で表わした

の研究者たちSRC ことになる。

が用いたのはこの方法でるる。そ

の結果が第1図に示されている。

1952年の共和党の勝利は，政党の

統治，アイゼンハウアー，外交政

策の三要素によるものであり，

1956年の結果は，アイゼンハウア

ーの個人的人気によるものである

両年におしカミし，ことがわかる。

社会集団の利益の要素は民いて，

主党に有利なものとして働いてい

る2630
資料:Campbell et al. (1960: p. 526). 

個人の投票参加の決定の次に，

分析は["党派的選好の強さJe ["政治に対する関心」によって説明され

前述の自由回答からつくられたインデグ「党派的選好の強さ」は，る。

キャンベーン及び選挙結果への関「政治に対する関心」は，スである。

政治的有効性感覚，投票に対する市民的義務感からつくられたインJし、，

この二つの要因があいまデクスである。投票に参加すると L、う行為は，

つてなされることが明らかにされている2730

投票行動は政党及び候補者に対する態度と，政治への関心によ以上，

って説明されている。

(2)政党帰属 (Partyidentification) 

政党及び候補者に対する態度は選挙毎の特SRCの研究者によれば，

投票行動に対しては短期的影

政党帰属これに対して，響力 (Short-termforces)をもつものである。
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はより基底的なレベルで投票行動に影響を与え，個々人の態度形成に一

定のバイアスを与える長期的影響力 (Long-termforces)をもつもので

ある。政党帰属は， 政党に対する心理的な愛着あるいは忠誠の感情で

あり，政治的社会化の過程を通じて獲得されるものである。これは次の

設問によって測定されている。

「一般的に言って， あなたは自分をリパブリカン， デモクラット，

インディベンデント，あるいはその他の何かのうちどれだと思ってい

ますか?J

リパブリカン，デモクラットと答えた人に対して，

「あなたは自分を強く(リパブリカン，デモクラット)だと思って

いますか，それとも強くそうだとは思っていませんか?J 

インディベンデントと答えた人に対して，

「あなたは自分を共和党， 民主党のどちらに近いと思っていますか

? J28) 

設聞から明らかなように， 政党帰属には. 1"方向J (共和党か民主党

か)と「強さJ(強くか強くなし、か) という二つの側面がある。 この設

聞からえられる七つのカテゴリーは，両端に強い帰属者が配置され，中

央にインディベンデントが配置される一次元的な連続尺度を構成すると

考えられている。

政党帰属の分布は長期間にわたって極めて安定しており， 共和党が

30パーセント前後， 民主党が45ノミ一セント前後，インディベンデント

が23ノミーセント前後である。 リコール・データによれば， 政党帰属者

の86パーセントは政党を変えたことがなく， 個人レベルにおいても安

定しているとされている29)。

政党帰属は，前述の政党及び候補者に対する党派的態度の形成にあた

って，政治的対象及び情報への接近を選択的に行白なわせ，それらを整合

的に調整する「知覚のふるL、J(perceptual screen)として機能するもの

であるとされている30)。また，政党帰属と個人の投票選択とは高い相関
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がある。 SRCの研究者たちは， 政党帰属→党派的態度→投票選択とい

うモデルでこの関係を捉えている。

政党帰属の「強さ」と政治的関心の高さとは正の相関がある。強い政

党帰属をもっ人ほど政治的関心は高く，インディベンデントは関心が低

い。この点で，インディベンデントは，党派的偏見にまどわされず，政

治に高い関心をもち，政府活動をよく知り，政策イシューに基づいて投

票選択を行なう理想的市民像とは異なっている。インディベンデント

は，政治的関心が低く，イシューについてもよく知らず，諸政策の評価

を行なった上で投票選択を行なっていないことが明らかにされてい

る8130

政党帰属は，家庭における政治的社会化を通じて，両親から子供へと

受け継がれるものである。両親が同一政党に帰属しているとき， 子の

74.2パーセントは両親と同じ政党に帰属している8230

政党帰属は結婚，新しい仕事，転居といった個人的な原因と，社会的

原因によって変化する。後者の例として， 1930年代の恐慌によって，

有権者の政党帰属は民主党の方向に大きく傾いた。このような国家的危

機による急激な政党帰属の変化とは別に，個人が年をとることによって

生じる緩やかな変化が見られる。政党帰属の「強さ」は，一般に年をと

るにつれて強くなる。また，政党帰属の「方向」においても，年をとる

につれて民主党から共和党に徐々に変化する傾向がある。政党帰属は個

人の加齢現象 (lifecycle)によって徐々に変化する3330

(3)大衆における信条体系の性格

有権者が公共政策のイシューについてもつ意見は極めて重要である。

政党帰属が長期間安定的なものである以上，イシューは政治の潮流を変

化させる主要な源泉の一つである。 SRCの研究者たちは， 有権者がイ

シューについてもつ意見を「イデオロギー」あるいは信条体系 (Belief

system)の問題として捉えた。ここでいう「イデオロギー」あるいは信

条体系とは， I観念及び態度がある種の規制 (Constraint)あるいは機能
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的相互依存関係 (Functionalinterdependence)によって一つに結びつけ

られた構造をもつもの」叫である。彼らによれば，この信条体系におけ

るもっとも抽象的な次元は， リベラル一保守の次元である。個々の政策

イシューに対する態度の背景には，政府がとるべき活動に関する非常に

一般的な考え方が存在しうる。それが， リベラリズムあるいは保守主義

である。アメリカにおいて前者は経済秩序に対する政府の介入及び巨大

政府志向であり，後者は「安上がりの政府」を志向する。

SRCの研究者たちは，イシュー及び信条体系の分析に際して四つの基

準を用いている。第一に，イシューが個々人の投票決定と関連性をもつ

ための必要条件として，個人が政治的情報をもっていることであるお〉。

しかし， 国内政策及び外交政策に関する重要な 16個のイシューのそれ

ぞれについて，自分の意見をもち，かつ，政府の政策を知る者は，回答

者全体の三分の二に過ぎなし、。さらに，このうち，政党聞の政策の違い

を認識している者は 40~60 ノミ一セント，回答者全体でいえば 20~40 ノミ

一セントである。回答者の大半は，この基本的な政治的情報と L、う基準

において失格してしまうのである36)。

信条体系の分析の第二の基準は， r概念形成のレベルJ(Levels of con-

ceptualization)とよばれる方法である37)。 これは，前述の自由回答の内

容分析である。回答者が政党及び候補者を評価する際. どの程度抽象的

な概念や尺度を用いているかを

見て，五段階に分類するわけで

ある。 1956年の調査における

この結果は第 1表の通りであ

る。リベラル，保守といった抽

象的概念を用いて政党や候補者

を評価したのは， 1とIIのカ

テゴリーに含まれる人々だけで

あり，合わせて全サンプルの

第1表 「概念形成のレベノレ」

カテゴリー |全サシ I投人票したプノレ だけ

I イデオローグ 2.5% 3.5% 

II 準イデオローグ 9 12 

III集団利主主型 42 45 

IV時 勢 型
V ィ、ンュー
無内容型

22.5 I 17.5 

計 1100竹100 % 
資料:Converse (1964: p. 218). 
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11.5パーセントに過ぎない。このような概念は，一般大衆にとって身近

なものではないのである。さらに，全体の回答者の三分のー強は， リベ

ラル，保守と L、う概念の意味を理解していないことが指摘されている。

大衆における以上のような「イデオロギー」的なレベルの差異は，教育

水準と政治的関心の差異によって説明される。すなわち，高等教育を受

けており，政治的関心が高いほど，イデオローグ，準イデオローグの比

率は高くなる。大衆の教育水準が低い限り，大衆の「イデオロギー」的

なレベノレは高くならず， そこには， 大衆の認識能力の限界 (Cognitive

limitation)が明らかに存在しているとされる制。

信条体系の分析の第三の基準は， 規制 (Constraint)の概念と関連す

る。これは，イシューについてのリッカート・タイプの設問的の回答の

聞に何らかの関連性が存在するかどうかを検討する方法である。回答聞

に関連性が存在する(たとえば，あるイシューでリベラルな態度をとる

人が他のイシューでもリベラルな態度をとる)ことは，信条体系の存在

を示している。 Converse(1964)は， 1958年の一般調査サンフ。ルと 1958

年の連邦下院議員選挙候補者に対する調査サンフ。ルについて，イシュー

の回答聞の相関係数(タウ・ベータ)を計算した則。その結果，候補者

サンフ。ルについては比較的高い相関が存在していたのに対し，一般大衆

のサンフ。ルについては低い相関しか存在しなかった。このことは，エリ

ートのレベルで、は多くのイシューに関する態度を整合的に構成する信条

体系が存在するのに対し，一般大衆レベルで、は信条体系とよべるような

ものは存在しないことを意味している。

信条体系の分析の第四の基準は，信条の構成要素の時間的安定性であ

る。あるイシューについての態度が個人の信条体系の中で中心的な位置

にあるとすれば， それは長期間にわたって変化しないと考えられる。

1956年， 1958年， 1960年の SRC調査はパネル調査で、ある。そこで，

コンパースは，同ーの設問に対する回答の安定性をテスト一再テスト聞

の相関係数(タウ・ベータ) を用いて測定した41)。その結果， 58-60 
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.71でもっとも安定していたが，

公共政策のイシューはすべてが5

以下であり，二年間でかなり変動

していることが明らかとなった。

さらに奇妙なことに，多くのイシ
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第2図 テスト一再テストの相関

/.3¥¥  

@一 .3→@-.3→@

資料:Converse (1964: p. 242). 

ューにおいて， 56-58年， 58-60年， 56-60年の相関係数はほぼ等し

い。 この事情を図で表わせば第2図のようになる。 コンパースは， こ

のような回答の変動を説明するモデルとして「黒一白モデルJ(Black-

and-white model)を提案している。 コンパースは， まず， このような

変動を説明できる単一の推移行列は存在しないと述べる。そこで， 彼

は，回答者を回答がまったく変化しない集団と，回答がランダムに変化

する集団とに分ける。そうすれば，前者の集団における回答の変動は単

位行列，すなわち，対角要素がすべて 1で，それ以外の要素がすべて O

である行列によって説明できる。後者の集団における回答の変動はラン

ダムな行列，すなわち，すべての行列要素が同ーの蓋然性をもっ行列に

よって説明できる。コンパースは， このモデルによって，回答の変動は

ランダムにしか起こらないという仮説を提示したわけで、ある。このモデ

ルのテストは極めて街単である。第2図を用いて説明すれば，まず，回

答者を t，ーらで回答の変化した集団と変化しない集団とに分ける。前者
の集団は純粋にランダムな回答をするとモデルが予測する集団である。

後者の集団には，完全に回答の安定した集団と偶然に回答の変化しなか

った集団とが含まれる。後者の集団を構成するこつの集団の比率は，前

者の集団の人数から計算可能である。らーらにおけるテスト一再テスト

の相関係数の予測値は，前者の集団については .0であり，後者の集団に

ついてはその構成比率から推定することができる。この予測値と実際に

計算した結果とを比較すればL、L、わけである。果たして，両者の数値は

極めて近似していた。このことから， コンパースは，回答者の集団は完
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全に安定した回答をする集団と， ランダムな回答をする集団とから構成

されていると結論する。さらに， ランダムな回答をする集団は，提示さ

れた設聞に対して意見をもたないにも拘らず，何かを答えなければな

らないと感じて，デタラメな回答をした人々であるとされているω。こ

のような真の態度をもたないのに回答する現象は「実質的態度なし」

(Non-Attitude)とよばれている。コンパースによれば，それぞれのイシ

ューの回答から「実質的態度なし」を除いた真の態度をもっ人は全体の

半数以下であり， イシューによっては20パーセントに過ぎない場合も

ある。

以上， SRCの信条体系の研究について概観した。大衆は， イシュー

について基本的な情報をもたず，非「イデオロギー」的であり，信条体

系とよべるようなイシュ一間の規制をもたず，また，態度の時間的安定

性は{尽く，多くは真の態度をもっていないとされている。

(4) ノーマノレ・グオート (Normalvote) 

政党帰属は個人レベルにおいてもシステム・レベルにおいても長期間

安定的なものであった。しかし，選挙結果は政党帰属の分布とは必ずし

も一致しなし、。コンパースは.選挙結果がかなりの期間安定した分布を

示す基底的な政党支持が反映される部分，すなわち，長期的要素 (Long-

term component)と，その選挙限りの候補者や特定のイシューなどの特

殊性に関連した部分，すなわち，短期的要素 (Short-termcomponent)と

から構成されると考えた。短期的要素を生じさせる諸力は，有権者集団

の投票率及び政党選択の特定の傾向に影響を及ぼすため，政党帰属と一

致しない投票の傾向を生みだす。短期的要素の大きさを知るには，短期

的諸力がなかった場合，あるいは，短期的諸力がし、ずれの政党にも有利

に働かずパランスを保っている場合の選挙結果を推定して，現実の選挙

結果と比較すればよし、。このために考え出されたのがノーマル・ヴオー

トの概念であるω。ノーマノレ・ヴオートとは，短期的諸力がいずれの政

党にも有利に働かない場合における共和党あるいは民主党の相対得票率
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の推定値である。すなわち，政党帰属がそのまま投票に反映した場合の

相対得票率である。相対得票率であるから，いずれか一方の政党につい

て推定すれば，他方についてもわかる。ノーマル・ヴオートは全有権者

の集団についても，特定の集団についても，また，イシューに対する回

答別の集団についても推定できる。したがって，特定のイシューがある

選挙に対しでもつ短期的な影響を浮き彫りにすることができる。

ノーマル・ヴオートの計算方法を見ょう。まず，政党帰属の各カテゴ

リーにおける推定相対得票率を求める。これまでの選挙における世論調

査結果から， r強し、」帰属者のカテゴリ一同士， r弱し、」帰属者のカテゴ
リ一同士における反対党得票率 (defectionrate)の関係がわかってい

る。これから，短期的諸力が均衡している場合，すなわち，同じ「強さ」

の帰属者のカテゴリーにおける反対党得票率が等しい場合が推定でき

る。この場合の各帰属のカテゴリーの相対得票率を見ればよし、。次に，

各帰属のカテゴリーにおける推定投票率を求める。これまでの世論調査

結果から，各帰属カテゴリーにおける投票率と全有権者における投票率

との関係がわかっている。したがって，全有権者における投票率を与え

れば，各帰属カテゴリーにおける投票率が推定できる。さて，あとは，分

析する集団における政党帰属の分布を求め，各カテゴリーにおける投票

率との積を計算すれば，各帰属カテゴリーの投票者の比率が得られる。

この比率の総和が1になるよう補正した後，各カテゴリーにおける相対

得票率との積を求め，すべてを合計すれば， ノーマル・ヴオートが得ら

れる。政党帰属カテゴリ -zの分布をXi(L]xi=l)，推定投票率をti(0 

くん<1).推定相対得票率を Yi(O<Yi<l)とすれば， ノーマル・ヴオー

ト，V (O<Vく1)は，

L]xit小
V=::::':一一一一一
L]Xiti 

で得られる。
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コンパースは， 1960年の大統

領選挙における宗教の影響を見る

ため， ノーマル・ヴオート分析を

行なっている叫。第3図は，説明

の便宜のため， コンパースの分析

の一部を図で表わしたものであ

第3図 ノーマノレ・ヴオート分析
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る。ノーマル・ヴオートにおいて，

ソリック 南部以外の
カソリックf:l:プロテスタントより プロ子スタント

資料:Converse (1966 b: p. 97). 
も30ノミ一セントも民主党支持に

傾いていることから，宗教は長期的要素として明らかである。カソリッ

クの現実の民主党支持はノーマル・ヴオートより 15パーセント高く，

プロテスタントのそれは逆に 10ノミ一セント低L、。 したがって， 宗教は

重要な短期的影響を及ぼしたことも明らかである。

ノーマル・ヴオート分析は，システム・レベルにおける政党帰属の安

定性を基準として，個々の選挙における短期的な要因を個別に浮き彫り

にする方法である。ストークスの Sixcomponent modelのように，イ

シュー，候補者.政党に対する態度が選挙結果に対していかなるウェイ

トをもつかを検討する方法とは対照的である。 SRCの分析において，

投票行動に対するアプローチは， コンパースのノーマル・ヴオート分

析，ストークスの Six∞mponent modelと二通りある。

(5)大統領選挙の分類

政党帰属の長期的安定性及び，長期的要素と短期的要素によって選挙

結果が決定されるという考え方は，さらに，キャンベルによって，大統

領選挙のパターンの記述的モデルへと展開された4530 キャンベルは，現

状維持型 (maintaining)，逸脱型 (deviating)，再編型 (realigning)という

三つの基本型を提唱している。現状維持型選挙とは，これまでの政党帰

属のパターンが持続し，それが投票の決定の主たる要因となって，多数

党が勝利を収める選挙である。短期的要因が強く働かない場合と，働い
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ても相殺し合って結果として多数党の勝利になる場合とがある。今世紀

初頭から大恐慌までの期間における共和党の勝利， 1940年代における

民主党の勝利， 1960年の民主党の勝利はこの型である。

逸脱型選挙とは，政党帰属の分布がひどく撹乱されることはないが，

短期的要因が多数党の敗北をもたらすように働く選挙である。投票パタ

ーンの逸脱を引き起こした特殊な状況がなくなれば，政治のバランスは

基底的な政党帰属の分布を反映したレベルにもどる。 1916年のウィル

ソンの勝利や 1952年， 1956年のアイゼンハウアーの勝利はこの型に属

する。

再編型選挙とは，基底的な政党帰属の分布が大きく変化して政党を支

持する有権者の構成が再編される選挙である。そこには，以前とは異な

る新たな政党勢力関係が形成される。 1896年の選挙は以後 30年聞にわ

たる共和党の優位が確立した再編型選挙である。 また， 1932年の選挙

は，有名なニュー・ディール・コアリションの形成の端緒となった再編

型選挙である。再編型選挙は，歴史的に大きな国家的危機と関連してい

る。また，既成政党に不満をもった人々が第三党運動を展開することも

ある46)。

以上の三つの基本型は，アメリカの政党政治のダイナミックスの理解

を深める上で有効なものであったといえよう。

1I-3 SRCの研究の功罪

前節において，我々は 1950年代から 1960年代初めにかけてのデータ

をもとにした SRCの研究の主要な分析と発見を概観した。キャンベル，

コンパース， ミラー，ストークス，この「恐るべき四人組J (Fearsome 

foursome)4りがその後の選挙研究に及ぼした影響ははかりしれなし、。こ

こで彼らの研究の功罪について概観しよう。

SRCの業績としてあげなければならなL、点は， 彼らが選挙に関する

実証的理論の構築をめざしたことである。彼らは，いかにして世論調査

による選挙分析が政治学的に行ないうるかを示した。そして，彼らは，
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あざやかな分析技術を駆使し投票行動に関わる様々な変数を開発し，

そこから得られた諸発見を理論的叙述にまとめあげようとした。不て，

アメリカには未だ選挙に関する実証的理論とよべるようなも幸にして，

データ解析は何らかの理論的枠組によしかしながら，のは存在しなし、。

その後のアメリカの選挙研って導かれなければならないとL、う要請は，

究のすぐれた伝統のーっとなっている。

大統領選挙に関する世論調査データを公開しSRCの第二の業績は，

ミラーを中d心としてて，多くの政治学者に利用可能にしたことである。

1962年に Inter-UniversityConsortium for Political Research (ICPR) 

が設立され，各種のデータの集積と研究者への提供の業務が開始され

た。 ICPRはデータ・バンクとしてだけでなく，統計的分析の研究訓練

全センターとしても活動している。毎年の夏期講習のプログラムには，

米から多くの若手研究者や大学院学生が参加し選挙研究者の養成が進

められている4830

その裏面としてアメリカの選挙研究しかし， ICPRの設立の功績は，

に好ましからざる影響を与えたことも事実である。 ICPRによって選挙

rSRCの弟子」他国で全米に多くの研究が大いに促進されたことは

その結果， SRCは投票行(SRC disciples)ω をつくることにもなった。

動研究において知的な準独占の状態を享受したのである。

SRCが用SRCの研究の短所について考えてみよう。第一に，次に，

政党帰いた概念の定義には若干難点がある。政党帰属を例にあげれば，

属について問う設聞が果たして政党に対する基底的な心理的帰属感を捉

えているかどうか疑問である則。政党帰属の尺度は，投票行動の記録と

回答者がこの区別を明確しカミし，は独立したものとしてとられている。

に行なっているという保証はな¥，，5九政党帰属の尺度は，

回答者の最近の投票傾向を捉えているに過

投票に先行す

る基底的な心理を捉えずに，

ぎないのかもしれないのである。もしそうであるとすれば，投票行動を

政党帰属の尺度によって説明することはトートロジーでしかなし、。同様
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のことは，投票行動を直接決定しているとされる党派的態度についても

いえる。政党や候補者に対する好悪の態度と投票行動のいずれが時間的

に先行するものかは，必ずしも明らかではなし、。両者はほとんど同時的

であるかもしれなL、。このような考え方に立てば，政党や候補者に対す

る態度及び政党帰属の尺度とは， 投票行動を説明するもの (explicans) 

ではなく，むしろ，投票行動とともに他の何らかの変数によって説明さ

れるべきもの (explicandum)であろう 52)。また， 政党帰属の尺度には

もう一つ問題がある。 SRCの研究者たちは政党帰属を両端に共和党及

び民主党の「強L、」帰属者が配置され，中央にインディベンデントが配

置される一次元的な尺度として捉えた。しかし，政党帰属の尺度は一次

元的なものであろうか? 多党制の国においては明らかに，政党帰属は

一次元的な尺度を構成しえなし、53)。政党帰属に含まれる「強さ」と「方

向」とが一次元性とかみ合わないからである。このように考えれば，ア

メリカにおける政党帰属の尺度は，特殊アメリカ的なものである。

第二に， SRCの発見は個人レベルにおいては， 投票者が合理的な選

択をできないことを明らかにしているが，にも拘らず，選挙民全体のレ

ベルにおいては， システムのある種の合理性のようなものを選挙結果に

見い出している 54)0 [f'アメリカン・ヴォーター』の最終章の行論は， 有

権者個々人は公共政策を合理的に評価する能力をもっていないが，全体

としての選挙民は政府のとるべき行動に経済的繁栄や平和の維持といっ

た大まかな目標を設定していると述べている。そして，政治的リーダー

は大衆の態度からとりうる政策の許容範囲を鋭く感じとっている，とさ

れている5530 この行論の基底には，アメリカの政治システムに対する絶

対の信頼がある。 しかし， rアメリカ選挙民の特性」は， 多分にアメリ

カの政治システムのあり方と関わっている可能性が高い。彼らの研究

は，この点については何も明らかにしていなし、。選挙は，政治システム，

社会システム，経済システムの作動と何らかの形で関わりあっていると

考えられる。これらのシステムの作動に関する変数と，選挙結果，ある
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いは， I選挙民の特性」との関係を検討することは， 十分価値があるよ

うに思われる。 SRCの選挙研究は， 上述のようなシステムの変数を扱

っていないという意味では，いわば，隔離された分析にとどまってい

る。

第三に， SRCの研究は， 1950年代という政治的にはいつになく静か

な時代に関する発見を，かなり永続的な真実として提示している5630 彼

らは， 分析を特殊性において語らず， 一般的な概念を用いて語ってい

る。たとえば.r投票行動の決定因」の分析において， 政党や候補者に
対する態度が重視され，また，それに先行して態度の形成に大きな影響

を与える政党帰属の重要性が強調された。そして，政党帰属の安定性の

発見は，選挙結果を長期的要素と短期的要素とに分ける分析方法を生み

出した。したがって.SRCの分析は，長期的要素を所与のものとして，

選挙結果が短期的要素によってどの程度の変動 (Surgeand decline)57)を

受けるかという間し、を繰り返すだけになった。そして，短期的な影響力

はすべての選挙において働いている。 SRCの研究者たちは， それをア

ド・ホックに変数としてとりあげる。彼らが投票行動を説明するもっと

も重要な変数として強調する政党帰属より， このアド・ホックな短期的

諸変数の方が彼らの選挙分析の中では大きなウェイトを占めているので

ある。したがって，長期的要素に関する理論的叙述をもとに選挙結果を

長期的要素と短期的要素に分割して検討するだけでなく，短期的要素が

いっし、かなる条件のもとで生じるのかを検討する必要がある。

さて， SRCの研究の主要なテーマは， r投票行動の決定因」と「アメ
リカ選挙民の特性」である。我々が次章以下で検討する諸研究は，若干

の例外を除いてほとんどが上述の二つのテーマに関わっている。それら

は， SRCの研究者たちが措定した基本的枠組の中で.SRCの諸発見に

対する反論を試みている。アメリカの選挙研究の方向は SRCによって

決定され，その方向を変えるような研究は未だ出て来ていなL、。
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111 r合理的な有権者J像(1)
II1-1 ラショナル・ヴォーティング

SRCの分析は，アメリカにおける選挙研究の中で「パラダイム」的

な位置を占めている。有権者の投票行動は長期的に安定した政党帰属

と，短期的に形成される政党及び候補者に対する党派的態度によって決

定されると L、う仮説は，広く受け入れられたのである。 SRCの分析は，

また，有権者はイシューについてよく知らず，政党聞の政策的相違を区

別できず，信条体系とよべるものをもっていないことを明らかにした。

イシューについての関心は，有権者の投票選択においてほとんど重要な

役割を果たしていないとされている。

このような通説に初めて異を唱えたのが， v. o.キ一でで司あつた。彼は

彼の死後に出版された

でで、次のように述ベている。

「この小さな書物におけるつむじまがりで非正統的な議論は， 投票者

はばかではないということである。確かに，多くの投票者たちは奇妙な

行動をとっている。しかし，全体としてみれば，選挙民は提示された選

択肢と利用可能な情報次第で， 我々が期待するような合理的 (rational)

で理非をわきまえた (responsible)行動をとっているのである。近年の

アメリカ大統領選挙において， データから得られたアメリカ選挙民像

は，社会的決定因によって拘束されていたり，巧妙な宣伝担当者によっ

て引き起こされた潜在意識的衝動に駆りたてられるという類のもので

はなL、。それは，公共政策，政府活動，及び大統領のパーソナリティに

関する中心的で重要な問題への関心によって動かされる選挙民像であ

る。J58)

キーの分析は，ギャラップ調査を用いて 1936年から 1960年の大統領

選挙について行なわれている。彼は，連続するこ回の選挙における投票

結果をもとに投票者を同-政党投票者 (Standpatter)， 投票政党変更者
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(Switcher)，新投票者 (Newvoter)の三つに分け59) 投票政党の変化と

イシューに対する意見との関係を見い出そうとしている。キーの分析方

法はいささか特異であるので，分析例をあげて検討してみよう。第2表

は， 1940年における政府の企業規制に関する意見と投票政党の変化と

の関係を見たものである。これによれば， 1936年に民主党に投票した

人で、政府の規制を弱めるべきだと思った人の半数は， 1940年には共和

党に投票している。 また， 1936年に共和党に投票した人で規制を弱め

るべきだと思った人は， 98パーセントが 1940年にも共和党に投票して

いる。そして， 1936年に共和党に投票した人で規制を維持するか強化

することを望む人は， 1940年には民主党に投票する比率が比較的高L、。

キーは，このことから，投票政党変更者は自己の政策選好に合わせて投

票決定を行なっていると結論している。

しかしながら，キーの分析は彼の結論を支持していなL、。また，キー

が期待したように有権者がラショナノレで、あることは，彼の分析には示さ

れていない。キーは，政党選択の変化に注目したわけであるが，投票政

党変更者は全体の投票者の八分の一程度に過ぎない。選挙民の一部につ

いてヲショナノしであることを示しでも，それは，全体の選挙民について

述べた SRCの仮説を有効に攻撃したことにはならなL、。さらに，投票

政党変更者だけについても，キーの分析から'1;工彼のような結論は出てこ

ない。第 2表から計算すれば投票政党変更者はこのサンプルの中で748

第2表投票変化とイシューの関係 単位:パーセγト

企業規制に (日へ吋供→日変勝

対する回答 ?(F管主主)1 7(管守和室)
規制j強化 10 (856) 15 (161) 

現状のレベル 10 (712) 16 (122) 

規制緩和 50 (841) 2 (1，263) 

意見なし 14 (637) 8 (158) 

( )内は民主党投票者，共和党投票者，新投票者の実数
資料:Key (1966: p・45)
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名いる。 このうち， キーがいうラショナルな投票行動をとったのは62

パーセントに過ぎず， 残りの 38ノミーセントは自分の政策選好と矛盾す

る投票を行なったり， 意見をもたなかったりした人で、ある。 したがっ

て，投票政党変更者は必す粛しもラショナルではなL、。キーは，また，回

答者がもっ政治的情報について検討していなし、。 SRCの分析の要点の

一つは，回答者がそもそもイシューについて知らず，政党聞の相違を識

5)IJできないということであり，これを検討しないイシューの分析はあま

り意味がなL、60)。

キーの議論は，有権者のラショナリティに関する分析としてよりも，

彼の古典的民主主義に対する信念として理解した方がよし、。また，本警

は彼の死のため，未完成のまま出版されており，キーの議論をこのまま

評価するのはあまり公平ではないであろう。

しかし，キーの用いたラショナリティの概念に含まれる問題は，彼の

分析よりもはるかに重要である。キーは， ラショナリティについて何の

定義も行なっていなし、。そこで，投票行動におけるラショナリティを定

式化してみよう6%第一の定義は， もっとも一般的な定義である。すな

わち，ラショナリティとは，ある行為者が自己の認識した効用を最大化

するような選択行動をとることである。これによれば，およそすべての

行動はラショナルである。なぜなら，行為者が選択したL、かなる行動も

彼の認識した効用を最大化しているはずであり，そうでなければ，彼は

他の選択を行なっているはずだからである。これをトートロジカル・ラ

ショナリティとよんでおこう。この定義によれば，有権者がし、かなる投

票行動をとろうとも，それは彼自身にとっては意味のあるものであり，

ラショナルで、ある6230

第二の定義は，第ーのそれよりも狭義である。ラショナリティとは，

行為者が彼の客観的な効用を最大化するような選択行動をとることであ

る。ここでは，効用に関する行為者個人の主観的認識と客観的な効用と

が一致していなければならなL、。このラショナリティを客観的ラショナ

北法31(1・352)352



アメリカ政治の「変容」と政治学 (1)

リティとよんでおこう。この定義によれば，ラショナルな投票行動と

は，有権者が自分の選好を代弁している政党を客観的に正しく認識し，

その政党に投票することである。ここには，有権者のラショナリティを

チェッグする二つの基準が含まれている。一つは，有権者が自分の選好

を代弁している政党に投票するか否かである。彼が自分の選好を代弁し

ない政党に投票すれば，彼はラショナルで、はなし、。他は，有権者が政党

の立場を正しく認識しているか否かである。彼が自分の選好を代弁する

政党を誤解している場合，彼はラショナルで、はなL、63)。以上の二つの基

準に合致した場合だけがラショナルである。したがって，たとえば，有

権者が社会福祉の向上に賛成するとしづ選好をもち，社会福祉を推進す

る政党は共和党であると誤解しており，にも拘らず，何らかの理由で民

主党に投票した場合，表面的には彼はラショナルな投票行動をとったよ

うに見えるが，これは二つの基準の双方においてイラショナルである。

客観的ラショナリティに基づく投票行動は，通常，ラショナル・ヴォー

ティングといわれるものである64)。

さて，キーが「有権者はラショナノレである」というとき，彼はラショ

ナリティにどのような意味を込めていたのかを推測してみよう。彼が提

示するデータはまず，公共政策のイシューに関するものである。彼の説

明を定式化するとすれば，有権者はイシューに対する選好に合致した政

党に投票している故にラショナルである，というものであろう。この定

式化における問題点を指摘すれば，第一に，有権者の選好はイシューに

基づいたものでなければならないことである。政党帰属や候補者の個人

的魅力による選好はイラショナノレであることが，暗示されている。第二

に，有権者が政党の立場をどのように認識しているかとL、う問題は，ま

ったく考慮されていなし、。同様に，有権者が自分の選好に合致したと認

識した政党に投票したか否かも考慮されていなし、。キーが問題にしてい

るのは，ある有権者がイシューに対する選好をもっており，彼の投票が

その選好と客観的に見て合致しているか否かということだけである。し
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たがって， キーのラショナリティは， 客観的ラショナリティとは異な

るo

ここで，イシューに対する選好に基づく投票と L寸意味をもっイシュ

ー・ヴォーティング (Issuevoting)について考えてみよう。イシュー・

ヴォーティングとは，有権者が自分のイシューに対する選好と合致して

いると思う政党に投票することである。ここでの基準は，第一に，有権

者の選好はイシューに基づいたものでなければならないことである。キ

ーのラショナリティと異なる点は，本来は，政党帰属や候補者の個人的

魅力による選好がイラショナノレであるとはされない点である。 もちろ

ん， イシューによる選好がラショナルであるともされていなL、。第二

に，有権者が政党の立場を正しく認識していようと，誤解していようと

問題にされないことである。ただ，有権者が認識した政党の立場と有権

者のイシューに対する選好が合致している場合に，その政党に投票すれ

ば，イシュー・ヴォーティングである。したがって，イシュー・ヴォー

ティングはラショナルな場合もあり，そうでない場合もある。イシュ

ー・ヴォーティングとラショナル・ヴォーティングとは概念上は無関係

である。

イシュー・ヴォーティング，キーのラショナリティ，ラショナノレ・ヴ

ォーティング， この三者を比較してみよう。まず，前二者においては，

選好がイシューに基づいたものでなければならなし、。ラショナル・ヴォ

ーティングにはこの条件はない65)。有権者が政党の立場を誤解している

場合を考えよう。この場合， ラショナル・ヴォーティングはなL、。この

時，有権者が自分の選好に合致していると誤解している政党に投票すれ

ばイシュー・ヴォーティングとなり，その政党に投票せず何らかの理由

で自分の選好に合致していないと思う政党に投票すれば，キーのラショ

ナリティのケースとなる。次に，有権者が政党の立場を正しく認識して

いる場合を考えよう。この時，有権者が自分の選好に合致していると思

う政党に投票すれば，その投票はイシュー・ヴォーティングであり，キ
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ーのし、うラショナリティであり，また，ラショナル・ヴォーティングで

ある。

以上のように，キーのラショナリティの概念はきわめて特異である。

キーはこのことを明確にせず，イシュー・ヴォーティング，ラショナル・

ヴォーティングとの関係について明確な区別を行なっていなL、。おそら

く，キーはこれら三つの概念を同ーのものであると混同していたと思わ

れる。上で述べたように，これらは明確に区別されなければならなL、。

さて，それではラショナリティの概念がその後の分析の中で，どのよう

に使用されているかを検討する。前述したように，ラショナリティには

トートロジカルなものと客観的なものとこつの定式化がある。前者は，投

票行動のすべてをラショナルな行動として説明するために用いられる。

後者は，投票行動がある客観的基準に照らしてどの程度ラショナルであ

るかを検討するために用いられる。いずれの場合においても，経済学な

どにおいて発達した「合理的選択のモデルJ(rational choice model)66)が

応用されている。前者の例として， Riker and Ordeshook (1968)，後者

の例として Shapiro(1969)， Reynolds (1974)， Kelley and Mirer (1974) 

などがある。両方のラシ雪ナリティの概念を用いていると思われるもの

として Goldberg(1969)がある。

Goldberg (1969)は，個人の政党帰属の中にラショナルな要素があるこ

とを指摘している。政党帰属は，少年期における政治的社会化の過程を

通じて，主として両親から子へと受け継がれるものであった。この政党

帰属が投票の主要な決定因となることと，ラショナル・ヴォーティング

とはどのような関係にあるか，というのが Goldbergの解決しようとし

た問題である。彼は，まず，ラショナリティを，期待値が最大になるよ

うな選択肢を選ぶ行動をとることと定義し，すべての人はラショナルな

行動をとると前提する。この定義はト}トロジカルなものである。しか

し，彼は，次に，個々人が期待値を計算する場合の正確性を「効率的ラ

ショナリティJ(e丘町tiverationality) と定義する。これは，個人の教育
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水準が高いほど高くなる。そこで，彼は，父の政党帰属と食い違う政党

帰属をもっ集団に着目し，父と子の政党帰属の講離は主として，父が自

分の社会的位置から予想される政党帰属とは異なる政党帰属をもってい

ることから生じていることを明らかにしている。たとえば，父がカソリ

ック，南部出身，労働階級であるにも拘らず共和党に帰属しているとい

う場合である。この父の政党帰属のズレと，父と子の政党帰属の不離と

の関係は，教育水準が高いほど強い関連性をもっている。逆に，父の政

党帰属が社会的位置からみて正常である場合，教育水準が高いほど父と

子の政党帰属の帯離は小さL、。そこで Goldbergは，政党帰属の形成に

関する「ラショナリティ・モデル」を提示する。第一に，個人が属する

社会集団には特定の政党帰属を形成するような効率的ラショナリティが

存在する。第二に，社会集団に属する個人は，その集団が追求する目擦

を共有する。第三に，教育は，個人の情報コストを下げ，知的能力を高

める。したがって，個人は，白分の属する社会集団の目標に照らして父

の政党帰属が効率的であるかを検討し，効率的でない場合には，父と異

なる政党帰属を形成する。以上が Goldbergのモデルである。こうして，

政党帰属に基づく投票は， ラショナノレ・ヴォーティングである場合があ

ることが示されたといえよう。

Riker姐 dOrdeshook (1968)は，個人の投票参加の決定 (decisionto 

vote)における合理的選択のモデルの定式化を試みている。ダウンズの

投票行動モデル67)は，投票のコストが投票することから得られる報酬よ

り大きいことから，投票行動を非合理的であると結論している。彼らは

投票行動が合理的であることを説明するため， ダウンズのモデルを修正

したモデルを考え出した。すなわち，投票から得られる報酬lRは次の

効用関数により決定される。

R=P・B-C十D

(B:投票者の支持する候補者の勝利によって得られる純利益，

P:投票することにより Bが得られる確率， C:投票のコス
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ト， D:投票することにより得られる満足感)

このモデルは，Rが正のとき投票し，Rが負またはゼロのとき棄権す

ることを説明している。ここでは，投票も棄権もラショナルな行動であ

り， したがって， ラショナリティの概念はトートロジカルなものであ

る。このそデルは，投票行動(投票，棄権)をラショナルな計ー算という

点において捉えたものである問。

投票における候補者選択のラショナリティの度合を検討するモデル

は， Shapiro (1969)によって提示された。彼は，個々人が候補者をどの

ように評価しているかを損失関数によって定式化した。すなわち，候補

者 1に対する個人tの損失関数は次のように定義される。

L1 = (Xi-8il)' A;(X;-8il) 

(L1 :候補者 1の損失関数，Xi:回答者 iが好む候補者の属性

のn元ベクトル， θil:回答者tがみた候補者 1の候補者属性の

評価の n元ベクトル，Aj:候補者属性に回答者 iが与える重要

性のウェイトを対角要素とした nxnの正半定値行列)

この損失関数の値のもっとも小さい候補者が iによって選択されれ

ば iはラショナノレな投票行動をとったことになる。 このモデ、ノレはいく

つかの重要な特徴をもっている。第一に，候補者属性を回答者にウェイ

トづけさせていることである。すなわち，候補者属性の諸要素が，回答

者が候補者を評価する場合，いかなる重要性 (saliency)をもつかを，回

答者自身に決めさせていることである。第二に，回答者がえがく理想の

候補者属性と，回答者が見た現実の候補者属性との距離を損失関数とし

て定義していることである。しかも，候補者属性には，同時に，イシュ

ー，政党などの要因を含めることも可能である。したがって，このモデ

ルはイシュー・ヴォーティングの分析に応用することが可能である。シ

ャピロは，投票行動に影響を及ぼす要因として，政党，イシュー，候補

者のノ4ーソナリティ，他人の意見 (interpersonalcue)の四つの領域に

関する 29の要因を用いて. 1968年の大統領選挙の立候補予定者に対す
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る回答者個々人の損失関数を独自の世論調査データから計算した。回答

者の 85.5パーセントは， 損失関数の値のもっとも小さい候補者に投票

することが明らかとなった。すなわち，有権者はラショナルな投票行動

を行なうことが示された。

最後に，有権者の党派的態度の形成におけるラショナリティを検討す

るモデルとして， Reynolds (1974)は興味深し、。ストークスの Sixcom-

ponent modelは，投票選択が政党や候補者に対する党派的態度によって

決定されることを示していた。レイノルズは Fishbeinの“abmodel" 

を用いて，この党派的態度が合理的か否かを検討する。 abmodelとは，

ある対象に対する人の態度 Aけま，対象に関する信念 bi及び，その信念

の内容に対する彼の評価 aiとの関数である，というものである。すな

わち，

Ao=I:;aム

である。それぞれの尺度は，ゼロを中立点とした順序尺度で、とられる。

このモデルは，ある候補者に対する態度 Ao(好悪の度合)は，その候補

者はある政策である立場をとっているという信念biと，その政策に対す

る評価ぬとによって決定されることを示すものである。このモデルは，

シャピロのモデルときわめてよく似ていることに注意すべきである。い

ずれのモデルも，候補者に対する態度は，信念と評価の関数であること

を前提としている。そして，aiは九と，biはx;と本質的には同じもの

である。この abmodelにおいて，ラショナリティは，Ao == I:;aibiが成

り立つ場合，すなわち，個人の信念と評価を知れば彼の態度が正確に予測

できることである。この定義によれば，個人が候補者の立場を誤解して

誤った信念をもっている場合でも，態度がabmodelの予測と一致すれ

ば，イラショナルではなし、。レイノノレズは， 1970年の SRCデータを用

いて 8個のイシューに関する aibiとその総和2:Pibiを求め，これらと

政党及び候補者に対する態度 A。との相関係数を計算した結果，かなり

I高い数値を得た。また，彼は，回答者が候補者のイシューについての立
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場に関する信念を検討し，それがおおむね正しいことを指摘している。

したがって，有権者の態度形成はラショナルであることが示された6930

以上ーの諾研究は， ラショナル・モデルの作成をめざし，それをデータ

によって検証することによって，有権者の投票行動や態度形成に合理性

を見い出そうとするものである。このことは二つの意味をもっている。

第ーに， SRCの研究が有権者の非合理性を見い出したとし、う表面的な

理解に警告を発していることである。 トートロジカルな意味では，いか

なる投票行動も合理的であり，客観的な意味では，政党帰属も，政党及

び候補者に対する態度も，合理的な形で形成されている。第二に，ラシ

ョナリティの概念を選挙分析に導入したキーは，ラショナリティの源泉

は公共政策のイシューだけであると考えていた。ラショナリティに関す

る研究は， これが誤りであることを示している。ラショナリティは政党

帰属にも候補者のノミーソナリティにも見い出しうるのである。我々が次

節で見るように， 1960年代以降の投票行動分析はイシュー・ヴォーテ

ィングに偏りすぎている。その意味で，ラショナル・ヴォーティングの

研究は，投票行動を理解する上で重要な貢献をしていると思われる。

1II-2 イシュー・ヴォーティ γグ

イシュー・ヴォーティングの研究は，前述のキーの分析の精神を受け

継ぐものである。イシューに基づく投票には，古典的民主主義理論の規

範的要請が背景にある。すなわち，政治に強い関心をもち，政治に関す

る情報をたえず収集して，政府がとるべき政策に関する意見をもってお

り，それに基づいて投票を決定する民主的市民の理想像を，現実のアメ

リカ選挙民の中に見い出さなければならないという要請である。 SRC

の研究者たちは，この理想的市民像に対する望みを完全に否定した。し

かし，これに対して，一方では， SRCの研究を再検討してその方法論的

弱点がイシューの重要性を見落とすことになった可能性を探求する試み

がなされ， 他方では， 1960年代以降の様々な公共政策イシューの噴出

と， ゴールドウォーターの立候補に象徴されるイデオロギーの復活を前
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にして，アメリカ政治の変容，そして，有権者の投票決定におけるイシ

ューの重要性の増大の徴候を見い出す努力がなされたのである。

SRCの世論調査は.1960年以来，何度か改良されている。 1960年に

は，有権者のイシューに対する関心及びそれらのイシューについての有

権者の政党選好に関する情報を得るための自由回答式設聞が追加され

た。 1964年には，イシューに対する意見を聞く設聞が従来のリッカート・

タイプから二者択一式に変更された。また.1968年には，候補者に対す

る好意的な態度をO度から 100度 (50度を中立的な立場とする)の温度

のアナロジーで表明させる「感覚温度計の設問J(Feeling thermometer 

question)が追加されている。また， イシューに対する二者択一式の設

問の一部は，二つの意見を両極とする七点によって回答者自身の意見を

表明させ，あわせて，それぞれの候補者がそのイシューでどこに位置し

ているかを答えさせる「七点スケールJ(Seven point scale)に変更され

ている。 1972年には， ほとんどのイシューに関する設問でこの七点ス

ケールが用いられた。以上のような設問形式及びワーディングの変更

は，回答の特定の偏り (Responseset)をなくして， より正確に世論を

測定するためになされたものである。リッカート・タイプの設問の場

合，賛成の回答が増加することが知られている70)。二つの対立する意見

を提示してどちらに近いか選ばせる二者択一式の設聞は，この回答の偏

りを解消する。また，回答者自身の意見とあわせて候補者の立場を答え

させる設聞は，経済学のラショナル・モデルをイシュー・ヴォーティン

グの分析に応用することをめざしたものである。 SRCの研究者たちが

イシューと投票との関係に注目しはじめたことが， このことからうかが

える。

イシュー・ヴォーティングの研究は，上述の新しい設問が利用可能に

なったことと.60年代における政治変容に起因する研究者のイシューへ

の注目という二点によって促進された。さらに，後者の研究者のイシュ

ーへの注目が新たな設問形式を生みだして一層イシュー・ヴォーティン
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グの研究に拍車をかけている。この段階に至って，イシュー・ヴォーテ

ィングは見い出されるべくして見い出されるものとなった。

主要な研究を概観しよう。 RePass(1971)は， 1960年から用いられた

新しい尺度と従来とは異なるアプローチとによって， SRC の発見を修

正した。 SRCの研究においては， 個々のイシューの重要性は研究者に

よってアプリオリに決定されていた。しかし，研究者によって選ばれた

重要なイシューは，回答者にとって重要なものを含んでいない場合があ

り，また，逆に，回答者にとって重要でないものを含んでいる場合があ

る。 RePassは， 個々のイシューの重要性は回答者個人によって決定さ

れるべきであると述べる。したがって，彼は，まず，回答者のイシューに

対する関心を見て，それぞれのイシューに関心をもっ回答者の集団につ

いて，イシューに対する意見と投票行動との関係を検討する方法をとっ

た。 1960年と 1964年のそれぞれの年でもっとも重要なものとしてあげ

られたイシューは 25以上あり， そのうちのどれも大多数の回答者の関

心を集めていなし、。それぞれのイシューは大衆の中の比較的小さな集団

(Issue public)によってのみ関心をもたれている。 1960年から 1964年に

かけての回答者のイシューに対する関心は，外交問題から内政問題へと

移行している。 RePassはこのことから，イシューの重要性 (salience)

は時間とともに変化するため， SRCの研究のように重要なイシューを

予め研究者が決定した後分析を行なう方法はイシューの重要性の変化を

無視している点で誤りであると述べる。

RePass は， 大衆が自分たちにとって重要な (salient) イシューにつ

いては，二大政党がとる立場の違いを認識していることを発見した。ま

た，重要な (salient) イシューに関しては， イシューに対する意見は，

政党帰属によって歪められる度合は小さL、。彼は， また， 1964年の回

答者の 14パーセントは重要な (salient)イシューを一つもあげなかった

が 23パーセントは重要なイシューを四つ以上あげたことを指摘する。

特に，インディベンデントは，比較的多くのイシューをあげる傾向があ
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り，このことから，彼はインディベンデントがイシューをあまり知らない

という SRCの発見を否定した71)。さらに，彼は，回答者が複数のイシュ

ーをあげる時，それらすべてをうまく処理できる政党を一つだけあげる

傾向に着目し，これを「イシューに基づく党派性J(Issue partisanship) 

というインデクスで表わす。このインデグスは投票選択に大きな影響を

与えていることから， 彼は，回答者にとって重要な (salient)イシュー

は投票選択の予測において，少なくとも政党帰属と同じウェイトを占め

ていると結論している。

RePassの分析は， 全回答者の中で個々のイシューに関心をもっ比較

的小さな集団を対象としている。したがって，回答者全体で検討してみ

れば， イシューの投票選択に対する重要性は低下せざるをえなL、7230

Asher (1976)によれば， RePassは高年者の医療援助を重要なイシュー

としてあげる人々の 80ノミ一セント以上が， このイシューにおける政党

間の相違を認識していることを示しているが，このイシューを重要なイ

シューとしてあけーた人は全回答者の5パーセントにも満たない78)。しか

し RePassの分析は，少なくともイシューは，ある人々にとっては投

票行動に対して大きな影響をもつことを明らかにした。

イシュー・ヴォーティングの存在は，単に分析方法の改善によってのみ

発見されたのではなく，政治状況の変容という観点からも検討された。

この立場は， 従来の SRC の発見を否定するものではなし、。むしろ，

SRCの発見を 1950年代に特有のものであると限定し， 1960年代には

有権者の投票行動が政治状況の変化に伴って変わり，イシュー・ヴォー

ティングが増加したと主張する。この立場の代表は Pomper(1972)であ

る7()0 Pomperはイシューに対する意見と政党帰属，イシューについて

の政党間相違の認識と政党帰属，イシューについての政党の立場の正し

い認識と政党帰属，この三組の関係を，重要な六つの政策イシューにつ

いて分析した。 1956年から 1968年における SRCデータを用いた分析

の結果，彼は，ほとんどのイシューについて，イシューに対する意見と政
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党帰属とは強い関連性を示すようになったことを指摘する。しかも，こ

の変化は漸進的なものではなく， 1964年に突然現われたものである。政

党間相違の認識は， 政党帰属のすべてのカテゴリーで1964年に急激に

上昇している。また，政党間相違を認識する人の80パーセント以上が，

政党の正しい立場を認識していることが明らかにされている。 Pomper

は，この急激な変化は教育水準や世代交代によって説明できないことを

示している。異なる教育水準の集団においても，異なる年齢層の集団に

おいても， 一様に政策への認識は高まっているのである。彼は， 1964 

年に急に現われた変化の原因を政治そのものに求めている。すなわち，

1960年代における諸事件及び選挙戦が政治を大衆にとってより重要で

劇的なものにしたというのである。そして，彼は諸データが示唆してい

ることとして，次の三点をあげる。すなわち， 第一に， 1964年の選挙

は政治変容にとって「決定的選挙J(Critical election)であった。第二

に，政党帰属と政策選好との聞に高い相闘が生じていることは，アメリ

カにおける責任政党制 (Responsibleparty system)の発展の可能性を示

している 75)。有権者には責任政党制への準備ができているが，政党はそ

れに対応できていなし、。第三に， SRCの発見は一般化されすぎていた

が，その時代拘束性が明らかになった。以上の三点である。

Boyd (1972)は， ノーマル・ヴオート分析を用いて 1968年の大統領

選挙におけるイシューの投票選択に対する影響を浮き彫りにした。彼は

この年の重要なイシューとして， ヴィエトナム戦争，都市暴動と人種問

題，公民権運動と異議申し立て，社会福祉，それにジ zンソン大統領の

業績に対する評価をとりあげ，イシュー毎に選挙結果を長期的要素と短

期的要素に分割した。彼はこの二つの要素のインデクスを考案した76)。

長期的要素のインデグスは，イシュー選好とノーマル・ヴオートとの結

びつきの度合を表わす。第ーにイシューのある立場を選好する集団にお

けるノーマル・ヴオート，第二にイシューの別の立場を選好する集団に

おけるノーマル・ヴオート，この両者の差が大きければ，このインデク
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スの値は大きくなる。短期的要素のインデクスは，現実の得票率のノー

マル・ヴオートからの議離がイシュー選好によって偏っている度合を表

わす。イシューのある立場を選好する集団の現実の得票率がノーマル・

ヴオートを上回り，イシューの別の立場を選好する集団の現実の得票率

がノーマル・ヴオートを下回っている場合，このインデクスの値は大き

くなる。 Boydは，ノーマル・ヴオート分析の結果， ジョンソン大統領

の業績に対する評価が投票選択にもっとも大きな影響を与えていること

を明らかにした。このイシューの長期的要素及び短期的要素のインデク

スは， もっとも大きな値をとっている。すなわち，ジョンソンに肯定的

な評価を下す集団ほど民主党のノーマル・ヴオートが高い。そして，現

実の民主党得票率は，ジョンソンに対する評価が否定的な集団ほどノー

マル・ヴオートを大きく下回っている。 Boydはまた， 都市暴動やヴィ

エトナム戦争のイシューは長期的要素が小さく，短期的要素が大きいこ

と，社会福祉などの伝統的な経済的イシューは長期的要素が短期的要素

より大きいことを指摘している。そして， 彼は， 1968年のイシューの

状況は，一方で伝統的な政策対立のある経済的イシューが投票決定に影

響力を保っており，他方で1960年代になって現われた様々な社会問題

に関するイシューが政党とは直接結びつかない短期的影響力をもってき

ていることであると述べている。

Boydの分析は， 1968年の選挙においてイシュー・ヴォーティングが

存在したことを主張するものである。その中で，ヴィエトナム戦争に関

するイシューは， 1968年の現実から考えると， もっと大きな影響力を

もっていたのではあるまいか，こうした疑問を抱く研究者がいる。そし

て，この問題を解明しようとした研究が， Page and Brody (1972)であ

る。彼らによれば， 1968年には有権者には厭戦気分が満ちており， 三

分の二はジョンソン大統領のヴィエトナム処理に反対し，多数の人々は

米軍派兵が失敗であったと思っていた。また， ヴィエトナムに対する方

針については，即時撤退と完全な軍事的勝利とを両極とする選択肢にお
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いて単峰型の分布を示していた。しかし有権者のヴィエトナム政策に

おける選好は1968年の二大政党候補への投票に対してあまり大きな影

響を及ぼしていない。タカ派の意見をもっ人はニクソンに投票する傾向

があり，ハト派の意見をもっ人はハンフリーに投票する傾向があるが，ヴ

ィエトナム戦争がアメリカ社会に及ぼした影響に比較すれば，この傾向

は印象的なものではなし、。この理由として彼らが指摘する点は，有権者

が両候補のヴィエトナム戦争に対する政策的立場をきわめて近似したも

のであると認識していたことである。彼らのデータによれば，回答者の

57パーセントは両候補の政策的立場の違いをほとんど認識していない

のである。彼らは次に，両候補の選挙演説の内容を検討し，両候補には

ヴィエトナム戦争に対する政策的立場に関して実際ほとんど違いがなか

ったことを指摘する。強いて違いをあげれば，ニクソンは「名誉ある撤

退」と条件っきの北爆停止を，ハンフリーは「早期撤退」と交渉の前提

としての北爆停止を主張しているに過ぎなし、。そして，彼らは， ヴィエ

トナム政策についてイシュー・ヴォーティングが顕著でなかった理由

は，大衆が現実を認識できなかったからではなく，実際に両候補にほと

んど政策的相違がなかったからであると述べる。有権者は両候補以外の

候補者，マッカーシー， ウォラスなどの政策的立場についてはかなり正

確に認識しており， もしウォラスが立候補していた場合， どのように投

票するかという設聞を見れば，そこにはイシュー・ヴォーティングが存

在する。ニクソンとハンフリーが政策的にあいまいな立場をとったの

は， 明確な立場をとることによって支持を失うことを避けたからであ

る77)。そして， Page and Brodyは，アメリカ市民は明確な選択肢が提

示されれば自分の政策選好に基づいて投票する能力を備えており，ヴィ

エトナム政策においてそれができなかったのはアメリカ市民の欠陥では

なく，候補者が明確な選択肢を提示しなかったからであると結論してい

る。

彼らの研究は，これまでの研究に対して一つの鋭い批判を含んでい
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る。すなわち，イシュー・ヴォーティングが存在しないことは必ずしも

有権者の能力の問題ではなく，候補者の側にも問題があることを示した

ことである。 SRCの研究はこの側面を見落していた。

さて， これまでイシュー・ヴォーティングに関する研究として Re-

Passのように新しい自由回答の設聞を用いるもの， Pomper， Boydのよ

うに二者択一式の設聞を用いるものについてみた。イシュー・ヴォーテ

ィングに関する研究のもう一つのデータは. r近似性尺度J(proximity 

measure)の作成に用いられるものである。 これは， 回答者にイシュー

に対する立場を回答者自身と候補者について答えさせる七点スケールで

ある7830 これを用いた代表的な研究として. Miller et al. (1976)があ

る。彼らは， 1972年の選挙において.rイデオロギー」とイシュー・ヴ

ォーティングとは他の要因よりも選挙結果をよく説明しており，投票選

択に対する政党帰属の影響力は少なくともここ 20年間で初めてイシュ

ーのそれよりも小さくなっている， と述べている。 この選挙では， 民

主党帰属者における大量の反対党投票 (defection) と高率の分割投票

(ticket-splitting) が存在し，投票率も低いものであった。まず， ミラー

らは民主党がイシューにより鋭く分裂していたことを指摘する。マクガ

ヴァンは投票した民主党帰属者の 58ノミ一セントの票を得ているが， 残

りの 42ノミーセントの票はニクソンに流れている。 しかも， この二つの

民主党帰属者の集団のイシューに対する選好は著しく異なっている。ニ

クソン投票者の集団はマクガヴァン投票者の集団に比べて， ヴィエトナ

ム即時撤退を望まず，大学紛争には警察投入を支持し，連邦政府のマイ

ノリティ・グループ。への援助に反対している。他方で，共和党帰属者に

はイシューについてかなりコンセンサスが存在していたことが指摘され

る。そして，投票者全体で見ると，マクガヴァン投票者はニクソン投票

者よりかなりリベラノレであったとされる。次に， ミラーらは，個々のイ

シューについてノーマル・ヴオート分析を行ない， さらに， r近似性尺

度」を用いてノーマル・ヴオート分析を行なった。「近似性尺度」は，
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回答者のイシュー・ポジションが彼の認識した両候補者のイシュー・ポ

ジションのいずれに近いかを示す指標である。この「近似性尺度」は前

述した Shapiro(1969)のモデルの考え方とよく似ていることに注意す

べきである。「近似性尺度」はラショナノレ・モデルのイシュー・ヴォーテ

ィング研究への応用である。さて， ノーマル・ヴオート分析において，

イシュー選好は投票行動と強い関連があったが， I近似性尺度」は投票

行動とより強い関連があることが指摘される。また，イシューの回答間

の相関係数で測る態度の一貫性も 1972年には 1964年以前より高くなっ

ており，大衆における「イデオロギー」のレベルの上昇がイシューに基

づく大衆の分極化と平行して進行していることが指摘される。そして，

ミラーらは，投票決定に大きな影響を与える要因は第ーに候補者評価で

あり，次いで， リベラル一保守の「イデオロギー」であると述べ， 1970 

年代におけるアメリカ政治の「イデオロギー」化の進展は否定しがたい

現実であると結論している7930

以上のように，イシュー・ヴォーティングに関する文献は数多く現わ

れている。そして，それとともに，イシ品一・ヴォーティングを明確に

定式化する試みも出てきたoBrody and Page (1972)は， イシュ-.ヴ

ォーティングの条件として次の三点をあげている。第一に，イシューが

投票者にとって重要な (salient)ものでなければならなし、。第二に， 投

票者は，イシューに関してある立場ないし選好をもっていなければなら

ない。第三に，投票者は，政党あるいは候補者がそのイシューに関して

いかなる立場をとっているかを認識していなければならなL、。以上の三

点である。しかし，この三つの条件が満たされた土で，イシュー選好と

投票行動との聞に関連性が発見されても，それだけではイシュー・ヴォ

ーティングとはいえない， と彼らは述べる。このような関連が見られる

場合の投票行動には三つの類型がある。第ーは，イシュー・ヴォーティ

ングであり，候補者に対する評価が，投票者のイシュー・ポジション及

び認識された候補者のイシュー・ポジションによって形成される類型で
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ある。第二は， Persuasion とよばれるものであり， 投票者は候補者に

対する評価及び候補者のイシュー・ポジションに対する認識をもち，好

ましい候補者のイシュー・ポジションに合わせて自分のイシュー・ポジ

ションを決定する類型である。第三は Projection とよばれるもので

あり，投票者は自分のイシュー・ポジションと候補者に対する評価を予

めもっており，好ましい候補者のイシュー・ポジションを自分のそれに

近いものであると考える類型である。後二者の類型はいずれも，候補

者に対する評価が先にあり， 好ましい候補者に投票することを合理化

(rationalize)するために自分のイシュー・ポジションや候補者のイシュ

ー・ポジションに対する認識を形成するものである。 Brodyand Page 

は，イシュー選好が候補者に対する評価を決定するイシュ}・ヴォーテ

ィングと，候補者に対する評価がイシュー選好や候補者のイシュー・ポ

ジションの認識を決定するラショナライゼイションとを明確に区別しな

ければならない，と述べている。

彼らの指摘は，イシュー・ヴォーティング研究一般にとって重要なも

のであるが，特に， r近似性尺度」を用いる分析にとって重要である。

「近似性尺度」は回答者本人と候補者のイシュー・ポジションを続けて

答えさせる設聞によって構成されている。 したがって， Persuasionや

Projectionが起こる可能性が高いといえよう。

1II-3 候補者，イシュー，政党

前節で、見たように， イシュー選好と投票選択とは， 1960年代以降高

い関連性をもつようになったことが指摘されている。しかしながら，イ

シュー・ヴォーティングの研究は，投票行動の決定因の一つに過ぎない

イシューを浮き彫りにするものでしかなし、。イシュー・ヴォーティング

の研究の主要な方法であるノーマル・ヴオート分析は，投票者をイシュ

ー選好あるいは「近似性尺度」によっていくつかに分割し，ノーマル・

ヴオートと現実の得票率とを比較し，選挙結果を長期的要素と短期的要

素に分けるものである。この方法は，第ーに，個人の投票行動のモデル
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化をめざすものではなく，投票者の集計について分析するものであり，

第二に，イシューを一つずつ分離して扱うため，同じ投票の分散を幾度

もイシューで分解し割りあてる作業を繰り返している80ヲ。第三に， この

方法において，長期的要素は政党帰属に基づくものであり，短期的要素

は選挙結果から長期的要素を取り除いたものであり，これがイシューの

影響であるとされている。しかし，この短期的要素とされているものの

中には，政党帰属以外のすべての投票決定因の影響が含まれており，こ

れをコントロールしたイシューだけに帰すことは誤りである81)。したが

って， このような方法では，個々人の投票決定がし、かにして行なわれて

いるか，そして，イシューが候補者や政党と比較してどれだけのウェイ

トをもつかを明らかにすることはできなし、8230

イシュー・ヴォーティングの研究と並行して，個人の投票行動のモデ

ルを作成する試みや，様々な要因の投票行動に対する相対的ウェイトを

推定する試みがなされている。ここで主として用いられる分析方法は，

重回帰分析とパス解析83)である。

II-2でみたストークスの Sixcomponent modelは，重回帰分析を用

いて投票行動に対する諸要因の相対的ウェイトを測る一つの方法であっ

た。 Stokes(1966)はこのモデルを1952-1964年の大統領選挙に適用し

た。彼の重回帰分析の結果の見方は，前述した通り標準化されない回帰

係数 (Bi)と対応する独立変数の平均値 (1'i)の積 (BiXi)である。四回

の大統領選挙についてこの積 (BiXi)を見ると， [""集団利益」と「圏内政

策」は常に民主党に有利であり， [""外交政策」と「政党の統治実績」は

共和党有利から民主党有利へと変化している。「民主党の候補」は民主

党に有利であるがその値は小さし、。「共和党の候補」は共和党に有利で

その値も大きかったが，ゴールドウォーターになって急落し，逆に民主

党に有利な値に変わっている。ストークスは以上の分析から，大衆の態

度のダイナミズムは新しい大統領候補の登場と特に強く結びついている

と述べ，投票選択における候補者の要素がイシューや政党より大きなウ
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ェイトをもつことを指摘した。

RePass (1971)は， 1964年の大統領選挙について， 政党帰属， 候補

者に対する好悪の態度， rイシューに基づく党派性」を独立変数とし，

投票選択を従属変数として重回帰分析を行なった。彼は，それぞれのウ

ェイトを標準化回帰係数(ベータ) で検討した。ベータは順に， .27， 

.39， .23であった。候補者要因がもっとも大きいけれども，イシューも

政党帰属とほぼ同じウェイトをもち，独立した影響力をもっている，と

彼は述べている。

Kirkpatrick et al. (1975)はストークスのモデルを修正したモテ‘ルを

用いて， 1952ー1972年の大統領選挙について重回帰分析を行なってい

る。彼らは，内政，外交，統治能力についてそれぞれ政党と候補者に関

する態度のインデクスをつくり，それに候補者のパーソナリティに対す

る態度のインデクスを加え，計七個を独立変数とし，投票選択を従属変

数としている。彼らは，標準化回帰係数(ベータ)を検討した結果，諸

要因の投票に対する影響力には 20年聞を通じて著しい連続性が見られ，

傾向としては候補者のノ4ーソナリティのウェイトが上昇し，政党に関す

る三つのインデクスのウェイトが小さくなっていることを指摘してい

る叫。彼らの方法は，イシュー，候補者，政党の相対的ウェイトの分析

ではないが， 1960年代における投票行動の決定因には著しい変化がない

ことを指摘している点で注目に値する8530

次に， パス解析を用いた投票行動分析について見ょう。 Goldberg

(1966)は初めて投票行動の因果関係モデルを提示した。彼のモデルは第

4図の通りである。彼のモデルは， SRCの研究者たちの仮説と合致して

いる。すなわち，投票選択は政党帰属と党派的態度によって決定される。

政党帰属は，父から受け継ぐ面と，回答者の社会的環境によって、決定さ

れる面とがある。 Goldbergのモデルは SRCの仮説を定式化したもの

であって，イシュー，候補者，政党の相対的ウェイトを測るものではな

い。しかし，このモデルは，その後の研究の基礎となるものであった。
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第4図 Goldbergのモデノレ

1一一一-72

J ¥ 
3 )4 

/J 
5一一一一一ーラ 6

1 :父の社会的位置
2:父の政党帰属
3:回答者の社会的位置

4:回答者の政党帰属
5:回答者の党派的態度

6:回答者の投票選択
資料:Goldberg 

(1966: p. 919). 

第5図 Schulmanand Pomper 
のそデノレ

/〆 / 

/i¥ 
¥↓/ 

1 :家庭の社会的位置
2:家庭の政党帰属
3 :回答者の社会的位置
4:回答者の政党帰属
5:イシュー・イ γデクス

6 :候補者評価
7:問答者の投票選択
資料 Schulmanand Pomper 

(1975: p. 7). 

Schulman and Pomper (1975)はこの Goldbergのそテ¥Jレを修正した

モテ、ルをつくっている。彼らのモデルは第5図の通りである。このモデ

ルに基づいて， 1956， 1964， 1972年の大統領選挙を分析した結果，彼ら

はイシューのウェイトの上昇を指摘している。 1956年については，政党

帰属は，政治的社会化の過程と投票選択とを媒介する要 (pivot) として

働いている。投票選択に影響を及ぼす三つの要因のうち，大きな要因を

もつのは，政党帰属と候補者評価である。 1964年及び 1972年について

は，社会的位置→政党帰属のパス係数が以前より小さくなった。投票に

対するイシューの重要性は著しく増大し，政党帰属のそれは減少した。

複合パスで見ると， 政党帰属，イシュー， 候補者は 1956年には順に，

. 66， . 10， . 365であったが， 1972年には順に， . 46， • 35， .366となっ

た。 また， 1964年以降において， 候補者評価は次第に政党帰属から独
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立したものになっていることが指摘されてい

る。彼らは， 1960年代の政治の変化がこの

ようなウェイトの変化をもたらしたと結論し

ている。

しかし， Schulman and Pomperのモデル

と似たモデノレを使いながらかなり異なった

結論を引き出しているのは， Declercq et al. 

(1975)である。彼らのモテ。ルは第6図の通り

である。このそデルに基づいて 1956-1972

年の聞の大統領選挙を分析した結果， 彼ら

は，過去16年間には大した変化は生じてお

らず，全般的な印象は大統領選挙における安

定性である， と述べている。 1972年を除け

ば，投票に対する諸要因のウェイトはほぼ安

定しており， 1960年代における投票行動のノミ

ターンの変化を示す証拠はなし、。ただ. 1972 

論説

第6図 Declercqらの
モデノレ

1 :父の社会的階級
2:父の政党帰属
3 :回答者の社会的階級
4:回答者の政党帰属
5:政党イメージ
6:イシュ一志向
7 :候補者イメージ
8:回答者の投票選択
資料 Declercqet al. 

(1975: p. 19). 

年については，政党帰属のウェイトが激減し，候補者イメージのそれは

激増している。彼らの分析は，政党帰属と候補者の要因が投票決定にお

いて重要であることを示している師、

以上見たように，投票決定に対するイシューの重要性が高まったか否

かについて，意見の一致は見られなし、。この原因の一つは，諸変数のコ

ーディングの方法の相違であろう。 Schulmanand Pomper (1975)にお

いては，イシュー・インデクスは，重要な五個のイシューを独立変数と

し，投票を従属変数とした重回帰分析による推定値である。候補者評価

は，候補者についての自由回答からコードされている。これに対して，

Declercq et al. (1975)においては， 政党イメージ，イシュー志向， 候

補者イメージとも，自由回答からコードされている。

三つの要因の相対的ウェイトを分析するモデルにおいて， より深刻な
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問題は多重共線性 (Multicollinearity)である67)。政党帰属，イシュー，

候補者の三要因の聞には，ある程度高い正の相闘が予想される。パス解

析，重回帰分析において，独立変数は相互に高い相闘があってはならな

い。このようなオーヴァーラップが存在する場合，それぞれの正確なウ

ェイトを計算することはあまり意味をもたなくなる。
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三ム 雪首
R'司 時し

116)参照。

69) Kelley and恥1irer (1974)は， 有権者の投票選択について極めて単純なモ

デノレを考えている。すなわち，投票者は政党及び候補者に対する自由回答に

おいて好意的な選好の数から非好意的な選好の数をヲ1，、た値がもっとも大き

な候補者に投票する。もし二人の候補者の値が同順位であれば，その時は政

党帰属に従って投票する，というモデルである。このモデノレによって，投票

者の 90パーセ γ ト近くの投票選択を正確に予測することができる。 この壬

デノレは方法としてはおもしろいが，理論的には，すべての要素をミックス L

ており， 問題がある。 このモデノレは， 投票行動の説明より予測に重点があ

る。

70) Schulman (1973: p. 407). Schuman and Duncan (1973-1974: pp. 234-

236). 

71) See also Flanigan (1972: p. 43) 

72) Margolis (1977: pp. 37-38). 

73) Asher (1976: p. 102). 

74) See also Pomper (1975: pp. 166-185). 

75)責任政党制に関する議論については， Pomper (1971)。

76)イシュー選好のカテゴリー毎のノーマノレ・ヴオートを Ej(j=l， 2，…， n)と

し，各カテゴリーの回答者数の全回答者数に対する比率を Gj(j=l， 2，…， n; 
n 
~Gj=l) とすれば，

G
 

P
句
"29F 
一一E 
G
 
として，長期的要素 Lは，

側

L= ~ I (Ej-GE)Gjl 

である。 また， 各カテゴリーの現実の得票率をめ (j=l，2，…，n)， 各カテ

ゴリーの現実の投票者数の全投票者数に対する比率を Aj(j=1， 2，…，n; 
n 

~Aj=l) とすれば，

n 
GD= ~(Ej- (Jj)Aj 

として，短期的要素 Sは，

s=討同一(Jj)一問A
である。

77)候補者の政策が一致してくる競争状況を予測する研究は多い。たとえば，
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アメロヵ政治の「変容Jと政治学 (1) 

Downs (1957: pp. 114-141)， Davis， Hinich， and Ordeshook (1970)， Shepsle 

(1972)などがある。なお， Davisらに対する反論として Jackson(1973)が

ある。

78)イシュー・ヴォーティ γグ研究のデータ・ベースについては Kessel(1972: 

pp. 460-461)。

79) See also Miller and Miller (1975). なお. Holm and Robinson (1978) 

は，リベラノレー一保守の七点スケーノレをイデオロギーの指標として， 1972年

の大統領選挙を分析し，同様の結論を導き出している。

80) See Brody and Page (1972: pp. 454-455). 

81) Kessel (1972: p. 464). 

82) Kirkpatrick et al. (1975: pp. 37-38). 

83)パス解析の方法については Stokes(1974)がわかりやすい。また，因果関係

の推論の方法について Blalock(1964) chap. 1-3.参照。補註 (5)を参照。

84) Popkin et al. (1976)は， ストークスの Sixcomponent modelを 1956ー

1972年の聞の大統領選挙に適用した結果，政党のウェイトの低下及び候補

者要因のウェイトの上昇を見い出しているが，イジューのウェイトは高まっ

ていないことを指摘している。

85)重回帰分析を用いたその他の分析としては， Jackson (1975)， Knoke (1976) 

など数多くある。 Jacksonのモデルは，政党帰属がイシューに対する評価と

個人の社会的経験によって形成されているとした点でユニークである。

86)ノミス解析は諸変数の関係をいくつかの方程式で表わし，因果関係の方向を予

め前提したそデノレを作成して行なう。このような因果関係の方向性を前提す

る方法に対して，最近，主要な変数間に両方向の因果関係を設定して行なう

分析モデノレ (Non-recursivemode¥)が検討されている。 Pageand Jones 

(1979)は，政策イジュー，政党帰属，候補者評価の間に両方向の因果関係を

設定している。 こうして Projection，Persuasionの問題を含めてイシュ

ー・ヴォーティ γグカ:考察されている。

また， Markus and Converse (1979)は， パス解析を用いず， Shapiro 

(1969)， Brody and Page (1972)， Jackson (1975)の考え方を盛り込んだ方

程式群を個別に検討して総合する方法を提示している。

87) See Blalock (1972: pp. 456-457).また補註 (4)を参照。

く補註〉

本稿で言及した統計的分析の諸方法についての説明を補註にまとめた。

(1J定義

ある確率密度関数f(x)をもっ確率変数 xの平均 μをxの期待値とよび，
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E(x)と書く。 zの期待値は，

μ=E(か f二以仰幼)
で与えられる。

論説

一般に，確率変数 xのある定数 cからの偏差の累乗の期待値をモーメン

トとよび，

Mr=E[(x-c)r] 

を，cのまわりの r次のモーメ γ トという。平均 μは c=o，r=lのときの

モーメ γ トである。 c=μ，r=2のときのモーメントを xの分散といい， σ

Var(x)，で表わす。 xの分散は，

σ2= 均陶刷グκ(か A叫4←=E[(ω(似x一μ同げ川)戸河2勺]ト=f二(門
でで、ある。

確率の定義とは別に，観測値に関しても平均及び分散が定義できる。 n個

の観狽tl値 Xi(i=l，2，…， n)があるとき，その平均 X は，

一一 n 
X=ニI:Xi
n j=1 

である。 また X の分散s;は，
n 

s ;=-::.~ (Xi -X)2 
"'1=1 

である。

(2)標準化と相関係数

n個の個体について観測された変量は，独自の平均と分散をもっている。

この変量を平均0，分散1に変換する変換法を標準化と L、う。観測値 Xiを

標準化して基準値 Xi にするには，

Xi-X 
Xi= 

Sx 

を計算する。標準化は，数値の測定単位のとり方による見かけ上の違いを基

準化し，名数を無名数に換え，様々な変数閑の相互比較を可能にする。

つぎに，二つの変量 Xiとれの関連性の誤IJ度に相関係数 (rXY)を使うこ

とがある。 これは，Xi， }うを標準化した変量 Xi，Yiの積の平均である。

式で表わせば，

!!. {X;-X Y;-Y¥ 
rXy=~~xjyj=て ~I~一一・」ァ~l
7' ;=1 ."， .=1 ¥ ~X :iy 

~(Xj-X)(日-Y)

~;きXiーか佐川一百2
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アメリカ政治の「変容」と政治学 (1) 

となる。なお，rXYがとる値の範囲は，

-1~芸乃y;;豆1

である(証明は後出補註 (3J)。

相関係数は間隔尺度ないし比率尺度のレベルで与えられた変量について定

義されたものである。しかし，データの中には順序尺度のレベノレでしか与え

られないものもある。この場合，上述の相関係数と同様の関連性の測度を定

義したものが，順位相関係数である。いま，n個の個体に関する二つの変量

xとyがあり ，Xについて XhX2，…， Xn， yについてれ， Y2，.・ Ynと順位

が与えられているものとする。 n個の個体を，xの順位がl{立から n位ま

で順に並ぶように並べかえ， それに対応して，Yの順位がy;，y;，…，Ynと
なっているものとする。

xの順位 1 2 … n 

yの順位 Y， Y2 ・・・ Yn 

ここで，あるこつの個体をとりだした場合，xの順位と yのI1民位を比べれば

同方向になっている(たとえば，xの順位が 1と3，Yの!順位がY，とY3で

Y，くY~) か，あるいは逆方向になっている(たとえば ， X の順位が 2 と 4 ， Y 

の!順位が Y2 ι Y4 で Y~>Y:) かのどちらかである。 これをすべての個体の

対について調べて同方向の対の数を ~P， 逆方向の対の数を ~Q とする。

すべての対の数lzt仰-1)C:'&， Qo そして zの!順位と yの順位の関連牲

の度合を，

.. a '7~，-P_--=~=--=Q 
a-ー一-一一一一一一一-
in(n-1) 

と定義する。これがケンドーノレの順位相関係数(タウ・アルフ 7)である。

xあるいはyに同順位がない場合には，

~P十2Q=jn(nー 1)

であるから，タウ・アルフ 7は，

-l~'!'a~l 

の値をとる。しかし，xあるいは yにおいて同順位がある場合(たとえば，

Xの順位が 1と3，Yの順位が Y，とY3で Y'=Y3のとき)，

~P+~Q<+仰ー1)

となるから， タウ・アノレプアはー1から 1の閑を変化しなくなる。そこで，

向順位のある場合には，対の総数から xにおける同順位の数 T"を引L、た
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論説

ものと，対の総数からyにおける同順位の数 Tyを引L、たものとの幾何平均

を分母にとって，

n=  2JP-2J皇一一一一-

v ~tn(戸:二子:~i仰ートTy

を用いることが多 ~ '0 これがタウ・ベータである。あるいは，分母に:EP十

2JQ をとって，

r 2J~-:-2J5! ------
2JP+:EQ 

と定義すれば，ガンマ係数である。同順位のある場合の順位相関係数は，ク

ロス表から計算することができる。いま，変量 zとyの順位の組合せが図

のように表わされている。マスの中の記号は頻度を

表わす。 aの中のーっと eの中の一つをとりだした

対において，Xの順位と yの順位は同方向である。

同様にして，左上のマスと右下のマスの対は同方向

の順位である。 cの中のーっと eの中の一つをとり

だした対において，X のl順位と y の順位は逆方向

である。同様にして，右上のマスと左下のマスの対は逆方向の順位である。

したがって，

2JP=a(e+ f+h+i)+bCf+i)十d(h十i)+ei

であり，

2JQ=c(d十6十g+h)+b(d+g)+ f(g+h)+eg 

である。以上のようにして順位相関係数が求められるo

(3J回帰分析と相関係数

回帰分析は，観測l可能な変量の線型和で他の観測可能な変量を表現する方

法である。いま，たとえば n人の生徒がL、て， その身長 Yicmを体重

Xikgの線型の方程式で表わせば，

Yi=Bo+B，Xi …......(1) 

となる。ここで， Yiはこのような式で推定されたれの推定値であり，必

ずしも Yiとー致しない。 Yi，Xiをそれぞれ従属変数，独立変数といい，

Boを回帰定数，B，を回帰係数と L、う。 Xi，Yiを標準化した Xi，Yiにお

きかえれば， (1)式は，

SyYi+ Y=Bo+B，(sxXi+X) 
となり，

Yi=βlXi 

ただし fJ， =~B，
Sy 

-・・・・・・・・(2)
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アメリヵ政治の「変容」と政治学 (1)

である。ムを標準化回帰係数と L、う。標準化した場合， 回帰定数はOであ

る。めが Yiにもっとも近似した値をとるようにムを決定すれば，Yと z

の関係をもっともよく表わす式が得られる。そこで誤差，

" s= ~ (Yi-Yi)2-→min -・・・(3)

にするムを決めればよ L、。これを解くには， (3)式を s1について微分して

その結果をOとおけばよ L、。すなわち，。s .2! 
玩=ー221Xi(ya-β山)

であるから，s1の推定値を b1 として，

-・・・・・・・・(4)

n 

~Xi(Yi-b1Xi)=O -・・・・・・・・(5)

を解けばよ L、。 (5)式より，

n n 

EX別 -b1Rxi=0 -・ H ・H ・(6)

ここで Xi，Yiは標準化されているから，

n
 
一一x
 

n
Z司

v' x
 
r
 
一一

て

げ
コ

X

L
n
Z向
。-一
n

る

=
あ

ム

で

-・・・(7)

である。すなわち，b1はzとyの相関係数に等しい。さて，こうして，

Yi=b1xi 

が決定されたo Xi， Yiを標準化する前の Xi，れでおきかえれば，

Yi-Y=b，J!..i-X 
Sy . S" 

Lたがって，

Yi=Y-宇b)X十字b)Xi
'>X 0).% 

であるから，

Bo=Y一宇b1XJ" 

Bl=~b1 
S" 

である。

次にこの回帰分析の説明率について考えよう。 9の分散をs;とすれば，
s~=E(b;X2)=b;E(X2)=b;=r;y 
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である。誤差 (y-y)の分散を siとすれば，

S;=E[(y_y)2] =E(y2)ー2E(yy)+ E(y2) 

= 1-2E(yb1 x)+ r;y 

である。ここで，

S~ニ::0
u ー

より，

Irxyl ~1 

= 1-2r;y+r;y 

=l-r;y 

論説

であるから，相関係数はー1から 1までの値をとりうることが証明される。

さて，以上の結果から，

S;=S~+S; -・・・・・・・・(8)

である。これは，変量 y の分散 S~(=1)が， 推定値の分散 sJ(=ペタ) と誤

差の分散 s;(=lーペy)に分解されることを示している。そして，従属変数と

独立変数の相関係数の二乗は，推定値の分散が従属変数yの分散の何パーセ

γ トにあたっているかを示している。 この意味で，r;少を回帰分析の説明
率と解釈することができる。これを決定係数ともL、う。

(4J重回帰分析

重回帰分析は，独立変数が一個の場合の回帰分析を拡張して.m個(m註2)

の観測可能な独立変数の線型和で従属変数を表現する方法である。すなわ

ち，

Y/=Bo十B1Xi1+…+BmX/m 
という式で表わされる。標準化すれば，

Yi=s1X九十s2Xi2十・・・+smXim

ただしん=SXjBj(j = 1， 2. ...• m) 
dy 

である。ここで行列表記を用いて，

yl i (Yl i ( s1 i ( XI1X!2 ・・Xlmi
I ̂  I Y2 I ̂  I s2 I .， I X21X22・X2mI H=|Fl，S=|F1，S=|:z|，X=12122?| 

yn) ¥Yn) ¥smJ ¥Xi臼lXi臼2.….い.X

とおけば.(10)式は，

Ii=Xs 

と書ける。前述の (3)式と同じように，

-・・・・・・・・(9)

.....・H ・(10)

...(11) 
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n 

s= .E(Yi-Yi)2ー→min -・・・・・・・・(12)

となるようにめ(j=l，2，…， m)を決定すればよ L、。 (12)式をベクトノレと行

列で表わせば，

S=(y-IiY(y-y) 

=(y-X{jY(y-X{j) ...(13) 

である。これを，{jj (j=l， 2，…， m)について微分し， その結果をOとおけ

ばよい。ベクトノレ β の推定値を b とすると，

(X'X)b=X'y 

が得られる。したがって，

b=(X'X)-IX'y 

である。こうして，

Ii=Xb 

-・・・・・・・・(14)

…-・(15)

iJ:決定される。ここで，重回帰分析の説明率は，回帰分析の場合と同じよう

に推定値 Pの分散と従属変数 y との分散の比である。 yの分散は 1である

から， 説明率は 9の分散 S3に等しい。したがって，

s$= Var(y)= Var(Xb)=E(b'X'Xb)=b'Rxxb=b'ryx 

である。ここで，Rxxは独立変数間の相関係数行列，ryXは従属変数と各独

立変数との相関係数のベクトノレで・ある。説明率は，従属変数と各独立変数に

重みをつけて合成した新しい独立変数との相関係数一一重相関係数 (R)の二

乗に等しい。

R2=b'ryx=b1rYl十b2rY2+…+bmrym

である。ここで ryjは従属変数と各独立変数との相関係数である。

重回帰分析においては，独立変数聞に高い相関があってはならない。これ

は多重共線性 (Multicollinearity)の問題として知られている。 (14)式にお

いて，X'Xは独立変数間の相関係数行列を n倍したものである。もし独立

変数問に相関の高いものがあるとき，X は特異な行列に近くなり， したが

って，X'Xも特異な行列に近くなる。 (15)式において，

(X'X)-I= /X出(X'X)
..-

である。ここで /X'X/は X'Xの行列式，(X'X)は X'Xの余因子行列で

ある。 X'Xが特異な行列に近くなるとき， /X'X/はきわめて小さな値をと

り， したがって (X'X)→の行列要素はきわめて大きな値をとる。 このとき

わの標準誤差はきわめて大きくなり ， bjは不正確な推定値となる。観測値

にサ γプリ γグ誤差や測定誤差があるとき，んはそれにきわめて敏感に反応
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論説

して大きく変化することになる。したがって，多重共線性は，重回帰分析の

信頼性を煩ねる結果となる。

(5)パス解析

パス解析は， !立回帰分析を応用して諸変数間の因栄関係を推定する分析方

法である。いま. 4 個の変数 X，~

らの問に図のような因果関係が

あると仮定する。矢印は因果関係

の方向を表わしている。ここで，

Xiは内生変数とよばれ， この因

果関係のモデノレの中で説明される

ものである。 eiは外生変数とよば

れ，因果関係のモデルの外の原因

で説明されるものである。さて，

図の因果関係は方程式によって次

のように表わすことができる。

xl=el 

X2=ρ21x，+e2 
Xa=TalXl + Pa2X2+ea 
X'=TUXl +P.2X2+ þ..Xa+ e• 

↓ j 

X3 

L 
X4 

このモデルの中で，すべての変数は標準化されているものとする。 tijはパ

ス係数とよばれるものであり，護団帰分析における標準化回帰係数に等し

い。パス解析では，外生変数同士，外生変数と矢印で結ぼれていない内生変

数の問には相関関係がないと仮定されている。すなわち，

E(eiej)=0 (iキj)

E(Xiej) = 0 (iキj)

である。 このモデノレにおいてまず重回帰分析により， パス係数が決定され

る。このとき，内生変数問の相関係数を rijとすれば，

r12=E(X1X2)=E[x1(ρ21Xl +e2)] 

=ρ21E(x~)+ E(Xle2) 

=T21 

rla=E(x1xa)=E[Xl(T31Xl +ρa2X2+e3)] 

= TalE(XD + T32E(X¥X2) + E(x lea) 

=Tal+Pa2r悶

=ρ剖+ρ'32P2，

r" =E(x1x，)=E[x，(t"Xl + T.2X2十九3X3十九)]
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アメリカ政治の「変容」と政治学 (ll 

=PHE(x~)+ρ'2E(X内)十九aE(X1Xa)+E(Xle.) 

=ム1+ρ.2P21+ムa(P31+ρ32P21)

=ρH + P.2P21 + P.3P剖 +P.3P32P21
である。すなわち，二変数の相関係数は，それらの変数を結ぶパス(矢印の

径路〉に対応する成分に分割され，それぞれの成分は各パスのパス係数の穫

で与えられている。二変数を一本の矢印で結ぶ径路を直接パス，他の変数を

経由する径路を間接パスといい，両者を合わせて復合パスと L、ぅ。二変数間

の相関係数が複合パスによって表わされることは，パス解析の重要な性質で

あrる。この性質を用L、て，変数聞の因果関係のモデルを検討することができ

る。すなわち，ある二つの変数の間の因果関係が妥当であるか否かを見るた

めには，二変数間の相関係数と因果関係モデルで示された二変数間のすべて

のパスの成分の和とが近似しているか否かを見ればよ L、。近似していれば，

この因果関係モデルは妥当なものであり，近似していなければ，因果関係モ

デノレを修正してよりよいモデルをつくり，再び，相関係数とパスの成分の和

とを検討す守る。こうして，もっとも妥当な因果関係モデルをつくることがで

きる。
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{Summaries of Contents} 

Recent ‘Changes' in American Politics and 

the Political Science (1) 

Sadafumi KAWATO* 

Since the 1950s， the Survey Research Center of the University 

of Michigan has made empirical research into and analysis of the 

Presidential elections and the voting behavior of the American elec-

torate. The scholars of the S. R. C. have made substantial contribu-

tions to the understanding of the American political process. Their 

work is a ‘paradigmatic' one in a sense that it sets the boundaries 

and standards for subsequent reserch. The S. R. C. data were made 

available for scholars concerned through the 1nter-University Consor-

tium for Political Research. Then followed the flood of articles and 

books on the voting behavior of the American citizens. 

The author intends to review these election studies. Following 

the introductory chapter， the author describes， in chapter II， the 

theoretical framework， the major findings， and merits and demerits 

of the S. R. C. studies developed by Campbell， Converse， Miller， and 

Stokes. 1n their works， there are two guiding questions: the one is 

what are ‘the determinants of the vote'， and the other is ‘the nature 

of the American electorate'. They find that party identification of a 

citizen is the best predictor of his vote， that he knows little about 

issues， and that he lacks consistent attitudes worth calling ‘belief 

system'. And the scholars presented these findings not as the results 

of a given era but as relatively long-term truths. 
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Hokkaido 

I 北法31(1・400)400



Hokkaido L. Rev. 

Di妊巴rentfrom the S. R. C. scholars， revisonists of the 1960s 

and the 1970s found that ‘the voters are not fools'. They characterize 

the 1960s by increasing instability， issue voting， vote switching， ticket-

splitting， partisan defection， deviating elections， an influx of new 

voters， the rise of independents， and some realigning tendencies. 

In chapter III， the author reviews some of the revisionist lite-

ratures pertaining the determinants of the vote. In order to eval-

uate their contributions proper1y， we must see two analytical concepts: 

‘rational voting' and ‘issue voting'. Though these two concepts are 

sometimes used as the same by careless students， they are quite 

distinct. Rational voting means that one votes so as to maximize his 

utility. This concept is based on the rational choice model. Issue 

voting is that one votes according to his perceived issue preferences. 

The author considers these two concepts used in the revisionist 

literatures. He demonstrates there has been no agreement whether 

the level of issue voting changed during the 1960s and the 1970s 

But those who contend that issue voting has risen think the rise is 

caused by real political change. The author， however， argues that 

it is caused rather both by the expectation of change in the voting 

behavior which is speculated from the contemporary political scene; 

and by the change in the techniques of analysis. 

(to be continued) 
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